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１．スーパーコンピュータ分野の研究開発戦略について 

 
１．① 文部科学省におけるスーパーコンピュータ分野の研究開発の全体像はどの

ようになっているか。各研究開発のテーマ名、目標、スケジュール、体制、

予算を含め示されたい。 

 

○ポイント 

文部科学省におけるスーパーコンピュータ分野の研究開発プロジェクトは、ハードウ

ェアだけでなく、ソフトウェア、更には、ストレージの様な周辺装置に至るまで、多岐に

わたっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【文部科学省のスーパーコンピュータ分野の研究開発プロジェクト】 

文部科学省

総務省(参考）

光スイッチデバイス

将来のスーパーコンピューティング

のための要素技術の研究開発

（平成１７～１９年度)

文部科学省

ペタスケール・システム
インターコネクト技術

低電力高速デバイス・回路技
術・論理方式

フォトニックネットワー
ク技術の研究開発

(平成１８～２２年度)

総務省

超高速コンピュータ用光インター
コネクションの研究開発

経済産業省(参考)

分散共有型研究データ

利用基盤の整備

（平成１６～２０年度)

科学技術振興調整費

微細加工技術

新構造トランジスタ

次世代半導体材料・プ
ロセス基盤プロジェクト

（ＭＩＲＡＩプロジェクト）

(平成１３～２２年度)等

経済産業省

回路システム技術

超高速データ処理エンジン(通
称：GRAPE-DR)の研究開発

光モジュール技術

光制御・駆動技術

最先端・高性能汎用

スーパーコンピュータの開発利用

（平成１８～２４年度)

文部科学省

京速計算機システム

成果の集大成

光伝送
技術

計算機
アーキ
テクチャ
の革新

ソフトウェア等の設計・研究開発

ハードウェアの設計・研究開発

「先端計算科学技術センター（仮称）」

の形成に関する調査研究

革新的シミュレーションソフト

ウェアの研究開発

（平成１７～１９年度)

文部科学省

ハー
ドウェ
ア
要素
技術

並列コンピュータ内相互結合網ＩＰ化
による実効効率最適化方式の開発

超大規模・複雑かつ多様なス
ケールの事象を統合的に解
析するシミュレーション技術

マルチスケール・マルチフィジックス

現象の統合シミュレーション

（平成１７～２４年度)

JST(戦略的創造研究推進事業)

次世代高精度・高分解能シミュレー
ション技術

新世紀重点研究創生

プラン「ＩＴプログラム」

（平成１４～１８年度)

文部科学省

高機能・超低消費電力メモリの開発

アプリケーションソフトウェア技術

成果の集大成

計測解析技術

デバ
イス
技術

シミュレーション技術の革新と実

用化基盤の構築

（平成１４～２１年度)

JST(戦略的創造研究推進事業)

原子・分子レベルの現象に基づく精
密製品設計・高度治療実現のため
の次世代統合シミュレーション

分散共有型研究データ利

用基盤の整備

（平成１６～２０年度)

科学技術振興調整費

超高速データ処理エンジ
ンGRAPE-DR上で実行さ
れるアプリケーション・ソフ

トウェア開発

計算科学による新たな知の発見・統

合・創出事業（通称：PACS-CS)

（平成１７～１９年度)

運営費交付金

計算科学に適した新しいアーキテクチャ
に基づいた超並列計算機を開発・整備

「e-Society 基盤ソフトウェアの総合開発」の

「先進的ストレージおよびＷｅｂ解析技術」

（平成１５～１９年度)

文部科学省

データベースアクセス処理においてストレー
ジキャッシュを使って高速アクセスする機能
などを有するストレージ技術の開発。

次々世代
に向けた
挑戦的な
研究

京速計算機への適用の可能性がある研究



 - 4 -

 

 

１．アプリケーションソフトウェア技術 

 

  ①京速計算機への適用を想定した研究 

名称：革新的シミュレーションソフトウェアの研究開

発 

スケジュール： 

平成１７～１９年度 

予算(総額）： 

  ３５億円 

体制：東大生産技術研究所 東大人工物工学研究センター 国立医薬品食品衛生研 物

質・材料研究機構 高度情報科学技術研究機構 アドバンスソフト 

目標：超大規模・複雑(マルチスケール・マルチフィジックス)なシミュレーションを実現する

効率的な計算手順の確立 

 

名称：マルチスケール・マルチフィジックス現象の統

合シミュレーション（科学技術振興機構（ＪＳＴ）の「戦

略的創造研究推進事業」） 

スケジュール： 

平成１７～２４年度 

予算(総額）： 

 約６６億円 

体制：東大 名大 名工大 筑波大 海洋研究開発機構 ＮＥＣ 

目標：次世代高精度・高分解能シミュレーション技術の開発 

 

  ②京速計算機への適用の可能性がある研究 

名称：シミュレーション技術の革新と実用化基盤の

構築（科学技術振興機構（ＪＳＴ）の「戦略的創造研

究推進事業」） 

スケジュール： 

平成１４～２１年度 

予算(総額）： 

 約６７億円 

体制：東大 東北大 九大 神戸大 早大 慶大 日本原子力研究所 富士通 高エネル

ギー加速器研究機構 立命館大学 産総研 情報・システム研究機構 他 

目標：医療・情報産業における原子・分子レベルの現象に基づく精密製品設計・高度治療

実現のための次世代統合シミュレーション技術の確立 

 

名称：分散共有型研究データ利用基盤の整備（科学

技術振興調整費）の観測・実験・シミュレーションソフ

トウェアの研究開発 

スケジュール： 

平成１６～２０年度 

予算(総額）： 

６億円 

体制：東大 国立天文台 理化学研究所 

目標：超高速データ処理エンジンＧＲＡＰＥ－ＤＲ上で実行される分子動力学計算、境界要

素法計算、シーケンスマッチングソフトウェアのプロトタイプ開発 
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２．ハードウェア技術及びシステムソフトウェア技術 

  （１）要素技術 

名称：将来のスーパーコンピューティングのための

要素技術の研究開発 

スケジュール： 

平成１７～１９年度 

予算(総額）： 

４２億円 

体制：九大 東大 筑波大 東工大 日立 ＮＥＣ 富士通 アラクサラネットワークス 

目標：将来のスーパーコンピューティングに必要なハードウェア基盤技術の確立 

①ペタスケール・システムインターコネクト技術 

②並列コンピュータ内相互結合網ＩＰ化による実行効率最適化方式の開発 

③低電力高速デバイス・回路技術・論理方式 

④超高速コンピュータ用光インターコネクションの研究開発 

（２）計算機アーキテクチャ 

名称：計算科学による新たな知の発見・統合・創出

事業（通称：ＰＡＣＳ－ＣＳプロジェクト） 

スケジュール： 

平成１７～１９年度 

予算(総額）： 

２３億円 

体制：筑波大 日立 富士通 

目標：計算科学に適した新しいアーキテクチャに基づいた超並列計算機を開発・整備し、

物質・生命研究の未踏領域の開拓など、計算科学のフロンティアを切り開くために全国共

同利用に供する。 

 

名称：分散共有型研究データ利用基盤の整備（科学

技術振興調整費）の超高速データ処理エンジン（通

称：ＧＲＡＰＥ－ＤＲ） 

スケジュール： 

平成１６～２０年度 

予算(総額）： 

７億円 

体制：東大 他 

目標：超高速データ処理エンジンＧＲＡＰＥ－ＤＲのプロセッサ設計とコンパイラのプロトタイ

プを作成する。 

    注：量子コンピュータのような実用の目処が立っていない研究は含まれていない。 

 

  （３）次々世代に向けた挑戦的な研究 

    ①要素技術 

名称：新世紀重点研究創生プラン「ＩＴプログラム」の

「高機能・超低消費電力メモリの開発」 

スケジュール： 

平成１４～１８年度 

予算(総額）： 

１０億円 

体制：東北大 日立 他 

目標：高速・超低消費電力スピンメモリ実現の基盤となるプロセス・回路技術を確立。 

②周辺装置技術 

名称：文部科学省リーディングプロジェク「e-Society 

基盤ソフトウェアの総合開発」の「先進的ストレージ

およびＷｅｂ解析技術」 

スケジュール： 

平成１５～１９年度 

予算(総額）： 

１０億円 

体制：東大 日立 ＮＴＴプラットフォーム研究所 他 

目標：災害時にもデータ欠損なしを保障するためにディザスタ・リカバリ機能と、データベー

スアクセス処理においてストレージキャッシュを使って高速アクセスする機能などを有する

ストレージ技術の開発。 



 - 6 -

 

 

１．② また、当研究開発が、その中でどのような位置づけとなっており、具体的

に、先行する要素技術開発等の他の研究開発とどのように関連しあっている

のか。各省と連携している部分についても重要な部分があればあわせて示さ

れたい。 

 

○ ポイント 

当研究開発は、先行する研究開発の成果を踏まえて実施され、スパコン関連技術の集

大成である。アプリケーションソフトウェアとハードウェア及びシステムソフトウェアの両分野

において文部科学省が行ってきた研究開発の成果を充分に活用するとともに、経済産業省、

総務省のプロジェクトの成果も活用しつつ研究開発を行う。 

 

１．アプリケーションソフトウェア技術 

（１）革新的シミュレーションソフトウェアの研究開発（平成１７～１９年度） 

   超高速コンピュータ上で稼働する系全体最適シミュレーションプラットフォ

ームを共通基盤として、①人の個体差に応じた創薬の開発などを可能とする生命

現象シミュレーション、②基幹産業における研究開発～設計～製造～保守におけ

る知的ものづくりでの質的・効率的な向上を実現するマルチスケール連成シミュ

レーション、③安全・安心な社会を実現する都市の安全・環境シミュレーション

など、後半な分野における世界最高水準のマルチスケール・マルチフィジックス

シミュレーションソフトウェアの研究開発を行っている。 

   ここで得られたソフトウェアをもとにソフトウェアの改良、検証を行い、京速

計算機で動作するグランドチャレンジアプリケーションを作成する。 

 

（２）マルチスケール・マルチフィジックス現象の統合シミュレーション 

（平成１７～２３年度） 

   最先端の超高速・大容量計算機環境と精緻なモデル化・統合化によって、複数

の現象が相互に影響しあうようなマルチスケール・マルチフィジックス現象の高

精度且つ高分解能の解を求める研究を実施している。 

   ここでの成果は、京速計算機の有力なアプリケーションとなることが見込まれ

るとともに、ソフトウェア技術の交流によりグランドチャレンジアプリケーショ

ンを作成する上での効率化を図ることができる。 

 

２．ハードウェア及びシステムソフトウェア技術 

（１）将来のスーパーコンピューティングのための要素技術の研究開発 

（平成１７～１９年度） 

   ４つの課題から成り立っており、研究開発成果をフルに活用して京速計算機シ

ステムの開発を行う。 

  ①ペタスケール・システムインターコネクト技術 

   32～64 ポートの光パケットスイッチ、ボード間インターコネクトを数十ギガビ

ット／秒以上への高バンド幅化や現状最新の光伝送受信部に比べ 1/10 以下の専 

有面積とコストを可能にする光電気変換部集積化の研究開発を行う。また、高機

能スイッチを用いた数十ノード規模の評価システムを構築し、コレクティブ通信

を従来比で５倍以上高速化する。 

ここで開発されたシステムインターコネクト技術を京速計算機のノード間接

続へ適用する。 
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②並列コンピュータ内相互結合網ＩＰ化による実行効率最適化方式の開発 

大域ネットワークで接続された情報システム基盤において、システムの動的状

況をコンパイラに動的にフィードバックすることで実行時環境に特化したコー

ド生成を行うコンパイラの開発、およびメモリとネットワークを超低遅延時間で

結ぶ動的再構成型ネットワークインターフェース、これらを包括するＩＰネット

ワーク方式の研究開発により、2ペタ FLOPS を超える計算能力と 40Gbps を超すネ

ットワークを高効率に使用する世界最高速のネットワーク利用方式で分散共有

的に結合する。 

ここで開発された世界最高速のネットワーク技術は、京速計算機の特定処理計

算加速部への活用や外部ＩＰネットワーク接続に向けた検討に資する。 

③低電力高速デバイス・回路技術・論理方式 

製造後にしきい電圧を制御できるＳＯＩ構造を開発することで、デバイス特性

（動作電力・速度）の外部制御回路による最適化を実現するとともに、動作パタ

ーンにあわせた細かい電圧制御を実現し、大規模技術計算において性能を落とさ

ずに消費電力を低減する技術を開発する。さらにプロセッサのアーキテクチャ、

チップ構造、メモリの階層構造、及び複数プロセッサ－ＬＳＩ間の結合方式を最

適化することで、平成１７年比で 1/10 クラスに低消費電力化する。 

ここで開発されたＬＳＩの技術やノウハウを京速計算機システムの開発に活

かす。 

 ④超高速コンピュータ用光インターコネクション 

20Gbps 超の伝送において、0dBm 以上の光出力でかつ長期信頼性を有する面型

発光素子、帯域と効率のトレードオフを回避できる素子構造の受光素子、ＣＰＵ

の入出力信号約 1000 本を 100mm 角のプリント基板上で光信号に変換する光モジ

ュール搭載のＣＰＵモジュールの開発を行う。 

ここで開発された光インターコネクション技術を京速計算機における大規模

処理計算機部のＣＰＵ－メモリ間接続へ適用する。 

 

（２）次世代半導体材料・プロセス基盤プロジェクト（MIRAI プロジェクト） 

   （経済産業省）（平成１３～２２年度） 

   新しい絶縁材料など、次世代の半導体に必要不可欠な新材料の研究開発と、こ

れを形成するためのプロセス技術の開発等を行う。これによって半導体の微細化

が可能となり 45nm 技術世代以細のＬＳＩの消費電力や処理速度といった基本的

な性能を格段に向上させる。 

   このプロジェクトで開発された半導体技術を基本として、京速計算機システム

の実装技術設計を行うとともに製作を行う。 

 

（３）フォトニックネットワーク技術の研究開発（総務省）（平成１８～２２年度） 

   急速に進展するブロードバンド環境や映像等のコンテンツ利用の拡大に対応

したネットワークの大容量化・高機能化のための研究開発として、フォトニック

ネットワーク技術の研究開発を行う。 

   ここで開発された光スイッチ技術を活用して、京速計算機システムにおける異

機種間接続超高速インターコネクションを開発する。 

 

（４）リアルワールドコンピューティングプロジェクト（経済産業省） 

（平成４～１３年度） 

   次世代の情報産業を担う重要な基盤技術開発を行うことを目的とし、High 

Performance Computingや高速ネットワーク技術等を重点的に開発を行った。 
     本プロジェクトで開発された SCore（クラスタシステムソフトウェア）をベー

スとし、京速計算機システムにおける異機種間統合ソフトウェアの開発を行う。 
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 １．③ フラグシップ的な開発をどういう戦略で日本として進めて行こうと考えて

いるか。また、リーダシップシステムに集中的に開発投資を行うことが、か

えって予算の圧迫要因になり、他の研究開発の推進を妨げ、計算科学技術の

底支えにならなくなるという可能性はないか。 

 

○ポイント 

ナショナル･リーダーシップ・スパコン（以下、ＮＬＳ）を切れ目なく継続的に開発し、計算

の専門家集団の拠点を作り、人材育成に資する戦略をとる。また、大学、独法等の計算

機の予算は法人独自の経営戦略に関係し、京速計算機システムとは別枠であるという

理由などから、計算科学技術の底支えにならなくなるということはない。 

 

１．フラッグシップシステムの開発戦略 

 

（１）継続的な開発による効果 

国のリーダーシップでＮＬＳを切れ目なく継続的に開発することによって、最先

端研究ツールの提供という本来の効果の他に、ナショナル・インフラストラクチ

ャ・スパコン（以下、ＮIＳ）の性能向上とスパコン利用技術向上という波及効果

が生まれる。 

また、一過性ではない継続した国家プロジェクトとしてＮＬＳを整備することで、

それを利用しようとする長期的で挑戦的な研究開発プロジェクトの我が国（国内）

における立ち上げが促進され、従来にはない大きな成果が得られる可能性が高まる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【継続的な最先端・高性能スパコンの開発戦略】 

1ペタ

100ギガ

10テラ

100ペタ

実効性能(FLOPS)

2000年 2010年 2015年 2020年

次世代汎用スパコン計画

ナショナル
リーダシップ

10テラ

1990年

パーソナル
エンターテイメント

パソコン、ホームサーバ
ワークステーション、
ゲーム機、デジタルTV

エンタープライズ
企業、研究室

ナショナル
インフラストラクチャ

研究所、
大学センター

エンタープライズ
企業、研究室

ナショナル
インフラストラクチャ

研究所、
大学センター

ナショナル
インフラストラクチャ
研究機関、
大学センター

エンタープライズ
企業、研究室

ナショナル
インフラストラクチャ

研究所、
大学センター 1ペタ

100ギガ

100ペタ

次々世代計画

ナショナル
リーダシップ
（汎用スパコン）

ナショナル
リーダシップ

（地球シミュレータ）

ナショナル
リーダシップ
CP-PACS、
数値風洞

パーソナル
エンターテイメント

パソコン、ホームサーバ
ワークステーション、
ゲーム機、デジタルTV

国の直接
投資が
必要な
範囲

既設スパコンの
更新（JAXA、
地球ｼﾐｭﾚｰﾀ、
東工大など）

地球シミュレータ計画

2025年

ナショナル
リーダシップ

エンタープライズ
企業、研究室

ナショナル
インフラストラクチャ

研究所、
大学センター

パーソナル
エンターテイメント

パソコン、ホームサーバ
ワークステーション、
ゲーム機、デジタルTV

次々々世代計画

先
端
計
算
科
学
技
術
セ
ン
ター
（仮
称
）



 - 9 -

 

 

（２）ＣＯＥによる利用技術の高度化 

世界最高水準のスーパーコンピューティング研究教育拠点（ＣＯＥ）の形成によ

り教育水準向上と世界をリードする人材の育成を総合的に推進する。つまり、ＮＬ

Ｓにスパコン利用ノウハウを持った計算科学の専門家と、計算機アーキテクチャを

熟知した計算機科学の専門家をＣＯＥに集めることによるシナジー効果で、更にス

パコン利用技術を高度なものに発展させる。ここで育成された高度なスキルを持っ

たシミュレーション技術者がＮIＳの利用現場に戻ることで、ＮＬＳの利用技術を

ＮIＳへ展開することができる。 

 

 

２．ＮＬＳへの開発投資が、他の研究開発の推進を妨げることなく、計算科学技術の

底支えになること 

 

下記の理由により、ＮＬＳに集中的に開発投資を行うことで、他の研究開発を推進

し、計算科学技術の底支えとする。 

 

（１）大学、独法等の計算機システムの予算は、各法人の運営費交付金等から賄われ

るものであり、法人独自の経営戦略に基づくものである。他方、京速計算機シス

テムは、国として開発・整備をするものであり、上記の法人の枠とは、別に追加

的に要求するものである。 

 

（２）また、ＮＬＳに開発投資を集中することで、インフラシステムに係る開発投資

を軽減することが可能となり、大学や独法等において、より費用対効果の高いス

ーパーコンピュータの整備を可能ならしめることとなる。 

 

（３）ＮＬＳを中心としたＣＯＥで育成された高度なスパコン利用技術を持った人材

が、ＮIＳの利用現場に復帰することにより、その技術が展開され、限られたＮI

Ｓの計算資源を有効利用する効果が生まれることにより、全体としての費用対効

果向上につながる。 
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１．④ 半導体技術の発展から見て、規模の点は容易に追いつき追い越される世界

と考えられるが、規模以外で、本研究開発により創られるハードウェアの産

業上・技術上の意義は何か。また、他の国に対して競争力ある技術を持ち続

けるための方策としてどのようなことを考えているか。 

 

 

○ポイント 

 スパコン開発を行うことで、光伝送技術の利用拡大と新たな半導体技術の導入を促進し、

技術的な先鞭をつけることで、規模に依存しない他国に対して競争力ある技術を持ち続け

ることができる。 

 

「次世代 IT 基盤構築のための研究開発」での「将来のスーパーコンピューティン

グのための要素技術の研究開発」プロジェクトでは、光伝送技術と低消費電力ＬＳＩ

技術に関する研究開発課題について、平成１７年度から研究開発を行っている。 

 

（１）「超高速コンピュータ用光インターコネクションの研究開発」（研究開発代 

表者：日本電気㈱ 野口孝行室長）では、実効性能向上のキーとなるＣＰＵ 

－メモリ間を光で接続する技術を研究開発中である。具体的には、以下の通 

りである。 

①小型、低消費電力での動作が可能な面型受光素子とＣＭＯＳのＬＳＩで 

直接駆動可能な面型発光素子の開発 

②ＬＳＩ当り 1,000 信号程度の実装密度の実現と 300Ｗ級ＬＳＩのための 

冷却システムの開発 

③光電気統合システムの設計ツールの開発 

 

意義：あらゆるエレクトロニクス製品のＬＳＩ間信号接続が光によって実現でき 

る。それによって、ＬＳＩ間の接続において、高速化、低コスト、軽量化、 

耐ノイズ化を実現することができる。 

 

（２）「ペタスケール・システムインターコネクト技術」（研究開発代表者：九州 

   大学 村上和彰教授）では、光伝送を用いたノード間高速データ転送技術を 

研究開発中である。具体的には、以下の３つである。 

 

①光技術を用いた超高バンド幅スイッチング技術の開発 

②高機能・高性能システムインターコネクト技術の開発 

③ペタスケール・システムインターコネクトの性能評価環境の構築 

 

意義：本研究で開発された光伝送技術と高速光スイッチング技術が、高速光伝送 

ネットワーク機器で利用される光伝送技術の先鞭をつける。 
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（３）「並列コンピュータ内相互結合網ＩＰ化による実行効率最適化方式の開発」

（研究開発代表者：東京大学 平木敬教授）では、インターネットで広く用

いられているＩＰ技術を導入することで、経路制御技術、トラフィック制御

技術、スイッチング技術、マルチキャスト技術、光スイッチ、光ＤＷＤＭな

どの汎用な技術を導入し、超高性能化を低いコストで実現することを目標に

おいた研究を実施している。 

 

意義：超高性能を実現するシステムを低コストで実現するシステム構築技術の 

発展に資する。 

 

（４）「低電力高速デバイス・回路技術・論理方式」（研究開発代表者：㈱日立製 

作所 笠井憲一室長）では、消費電力を実現する新たな半導体技術を研究開 

発中である。具体的には、以下の４つである。 

 

     ①低電力を実現するデバイス構造に関する研究開発 

     ②低電力を実現する回路技術に関する研究開発 

     ③低電力を実現する論理方式に関する研究開発 

     ④低電力を実現するデバイス・回路インテグレーションに関する研究開発 

 

意義：本研究における低消費電力ＬＳＩ技術が組み込みプロセッサに適用される 

ことで、民需系エレクトロニクス製品の技術力向上に資する。 

 

  

以上のハードウェアの要素技術を、スパコン開発を通じ、継続的に取り組み、そ

の世代に合った形に技術改善を図り続けながらスパコンに適用することで、規模に

依存しない他の国に対して競争力ある技術を持ち続けることができる。 
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１．⑤ シミュレーションで重要となるアプリケーションソフトウェアは、日本で

は遅れているととらえられるが、優位性と差別化の可能性についてどう考え

ているか。 

 

○ポイント 

計算科学技術は、従来のソフトウェアでは実現できないマルチスケール・マルチフィ

ジックスな系全体の解析や超大規模並列・分散処理など新しい段階に入る今のタイミ

ングこそが、我が国発のオリジナル技術を核にしたアプリケーションソフトウェアの研

究開発に踏出し、欧米に勝つチャンスである。 

 

１．計算科学技術の新しい変化 

マルチスケール・マルチフィジックス技術、リアリスティックな統合解析、超

大規模並列・分散処理など、新しい段階に入っている。 

 

２．欧米の現状 

既存のソフトウェアではユーザー資産の継承の問題などから、新しい計算科学

技術に対応したソフトウェアへの切り替えが容易に出来ない。 

 

３．新しい計算科学技術への対応 

新しい段階のソフトウェア開発に踏み出す今のタイミングこそが、これまで欧

米の後塵を拝してきた我が国が巻き返しを図り、欧米に勝てる絶好の機会である。 

 

 

一般にソフトウェアの開発と普及の間には数年のタイムラグがあるのが普通で

ある。このことを踏まえて、平成１７年度から実施している「革新的シミュレーシ

ョンソフトウェアの研究開発」では、数年後のペタＦＬＯＰＳ超級の計算環境を想

定して、ソフトウェアの開発を行っている。しかも、ソフトウェアの利用者と一体

となった開発・普及活動を展開し、開発の終了と同時に産業界における利活用を考

えている。 

「最先端・高性能汎用コンピュータの開発利用」プロジェクトにおけるグランド

チャレンジアプリケーション開発では、我が国発のオリジナルな技術(例えば、

FMO(産業技術総合研究所 北浦和夫総括研究員)、RISM(分子科学研究所 平田文男

教授)、レプリカ交換モンテカルロ(名古屋大学 岡本祐幸助教授)など)を核にして

アプリケーションソフトウェアを創り出すことで、優位性や差別化を図ることがで

きると考えている。 
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２．開発ターゲットについて 
 

２．① 汎用性を目指すと、ターゲットが茫漠とし、アーキテクチャを絞り込めな

くなり、良い結果が得られないという可能性があるが、当研究開発で言う「汎

用」の定義はどういう考え方に基づくもので、対象応用分野はどういうもの

か。 

 

○ポイント 

ターゲットアプリケーションはナノテクノロジー、ライフサイエンス分野のグランドチャレ

ンジから絞り込むことを考えている。両分野のターゲットアプリケーションの実行に最も適

合するアーキテクチャを検討するが、さまざまな分野のアプリケーションにおいても高い

実行性能が達成され、幅広く利活用されることが期待される。 

 

 

１．京速計算機のアーキテクチャについて 

ターゲットアプリケーションについては、グランドチャレンジの領域としている

「次世代ナノ統合シミュレーション」、「次世代生命体統合シミュレーション」にお

いて検討を行う。京速計算機のアーキテクチャは、ターゲットアプリケーションの

分析結果に基づいて決定される。（アーキテクチャ決定までの手順は、２．②を参

照） 

 

２．汎用性の追及 

 アーキテクチャの検討は、ターゲットアプリケーションの実行に最も適合するも

のという観点から行われる。しかしながら、決定したアーキテクチャを幅広く提示

し、さまざま分野においても京速計算機のアーキテクチャに適合したアプリケーシ

ョンを作成するように慫慂する。特に以下の応用分野では、競争的研究資金等を確

保して、アプリケーションの作成を振興する。  

   

対象応用分野： 

「物質・材料（ナノテクノロジー（グランドチャレンジを除く）など）」、「ライフ

サイエンス（グランドチャレンジを除く）」、「ものづくり」、「防災」、「地球環境」、

「原子力」、「航空・宇宙」、「天文・宇宙物理」の合計８分野。 

 

 この結果、産業を牽引する力、学際的な波及効果や意義の高い応用分野において、

京速計算機で高速に実行されるアプリケーションが作成され、幅広く利用されるも

のと期待される。 
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 ２．② グランドチャレンジとして説明された「次世代ナノ統合シミュレーション」

及び「次世代生命体統合シミュレーション」は、内容がまだ漠然としている

が、何をどこまで明らかにするかということについて、ターゲットを２、３

に絞り込んでいく考えはあるか。もしある場合、そのグランドチャレンジを

モデル化し、適用するアルゴリズムを明確化し、それにふさわしい計算機の

アーキテクチャを決定していく等のプロセスが重要と考えられるが、具体的

に、どのようなプロセスで、いつの時点で明らかになるか。また、今から１

年後の平成１８年９月の時点では、どこまで明らかになるか。 

 

○ポイント 

平成１８年１月からグランドチャレンジにおける具体的絞込みを開始するとともに、

計算機アーキテクチャに関する調査を行い、相互の議論を通して、ターゲットアプリケ

ーションを３月に決定、計算機アーキテクチャを９月に決定する。 

 

グランドチャレンジの具体的絞込み～計算機アーキテクチャ決定までの検討手順 

日程 文科省 整備主体/研究開発委託先等 

平成 17 年 

10 月 

○ターゲットアプリケーション候補検討 

 ・関係機関へのヒアリング 

(大学・研究機関) 

○整備主体候補決定 

 11 月 ○ターゲットアプリケーション候補検討 

 ・関係機関へのヒアリング(産業界) 

 

 12 月 ○ターゲットアプリケーション候補検討 

 ・関係機関へのヒアリング(産業界) 

○スーパーコンピューティング技術産業 

応用協議会(仮称)設立 

平成 18 年 

  1 月 

○研究振興官（プロジェクトリーダー） 

発令 

 

○ターゲットアプリケーション検討会(※1)(第１回)

・グランドチャレンジにおけるターゲットアプリ

ケーション候補確認、整理要件の議論 

 （産業への波及効果、アルゴリズム等） 

・計算機アーキテクチャ候補確認、整理要件議論

  2 月  ○ターゲットアプリケーション検討会(第２回) 

・アプリケーション側、計算機側との相互の議論

  3 月 ○整備主体決定(改正共用法成立) ○ターゲットアプリケーション検討会(第３回) 

・ターゲットアプリケーションを決定 

 

  4 月 ○新規交付金の交付 ○ターゲットアプリケーション研究開発開始（理

論開発、新アルゴリズム開発、計算手法開発等）

○計算機アーキテクチャ候補の仕様他詳細調査 

5 月 プロジェクト進捗会議 

・進捗状況の確認 

○計算機仕様検討チーム(※2)とターゲットアプリケ

ーション検討チーム(※3)との合同検討会(第１回)

  6 月  ○計算機仕様検討チームとターゲットアプリケー

ション検討チームとの合同検討会(第２回) 

  7 月 プロジェクト進捗会議 

・アーキテクチャ候補(案)に関する議論 

○計算機仕様検討チームとターゲットアプリケー

ション検討チームとの合同検討会(第３回) 

  8 月  ○計算機アーキテクチャ(案)決定 

  9 月 プロジェクト進捗会議 

・計算機アーキテクチャの決定 
 

(※1)整備主体候補が事務局となり、スーパーコンピューティング技術産業応用協議会（仮称）

やアプリケーション、計算機工学に見識をもつ有識者が共同で検討 

(※2)P.20 の開発体制にあるハードウェア開発グループの構成員からなるチーム 

(※3)P.20 の開発体制にある次世代ナノ統合シミュレーショングループと次世代生命体統合

シミュレーショングループの構成員からなるチーム
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２．③ 開発ターゲットを実現するために必要なブレークスルーは何か。また、

そのブレークスルーの達成により産業へどのような波及効果を考えてい

るか。 

 

○ポイント 

京速計算機システムを実現するためのブレークスルーの中でも主なものは、京速計

算機システムの特徴となる複合型計算機を効率良く動作させる異機種統合ソフトウェ

アと、さらに高い実行効率を実現するために必要なＣＰＵ－メモリ間、ノード間の高速

デ－タ転送性能を実現する光伝送技術である。 

 

 ソフトウェア技術におけるブレークスルーは、グリッドミドルウェアと異機種統合

ソフトウェアであり、これらの波及効果は、各々のソフトウェア技術の世界標準の確

立を世界に先駆けて行うことである。 

 ハードウェア技術におけるブレークスルーは、ＣＰＵ－メモリ間、ノード間の高速

デ－タ転送性能を実現する光伝送技術と、高性能なＣＰＵを低消費電力で実現するＬ

ＳＩ技術である。これらの技術は、あらゆるエレクトロニクス製品に適用可能である

と期待される。 

 

１．ソフトウェア 

 

（１）システム・ソフトウェア 

①グリッドミドルウェア 

京速計算機システムを核にグリッド上に疎結合された１万システムもの異機

種システムをシームレスに統合した仮想的な巨大計算環境を構築し、多くの研究

者が階層的な複数のＶＯ（仮想研究環境）を介して効率良くペタスケールの次世

代シミュレーション（マルチスケール・マルチフィジックス問題等）が実現可能

となるような資源管理方式の確立を狙う。それと並行して、グリッドにおける国

際標準（デファクト・スタンダード）を確立する。 

 

波及効果 

上記資源管理方式による計算環境を実現することにより、産業界による利用を

促進し、海外に先んじて高度で大規模なコンピュータ利用環境を実現することが

でき、国際市場での産業界の競争優位性が確保できる。 

 

②異機種統合ソフトウェア 

異機種計算機が一体的にアプリケーションを実行するためには、以下の開発項

目が必要である。 

・高性能ＭＰＩ（Message Passing Interface）の開発 

・数万規模のＣＰＵを無停止で継続稼動するチェックポイント、フェイルオー

バー機能 

・数十万部品からシステムに至る稼動管理技術 

・数万ＣＰＵ以上の大規模ジョブシステム運用技術 

また、これらの開発を世界に先駆けて行うことで、異機種統合技術における国

際標準（デファクト・スタンダード）を確立する。 
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波及効果 

従来不可能だった異機種統合技術を世界に先駆けて打ち出し、その国際標準

（デファクト・スタンダード）を確立する。このような複合型計算機システムに

より、従来不可能であったナノスケールからマクロスケールまでを丸ごと解析す

る手法が、ものづくり分野などに浸透する。 

 

 

２．ハードウェア 

 

（１）ＣＰＵ－メモリ間光高速デ－タ転送技術 

高性能なＣＰＵが持っている能力を極力引き出すには、それに見合ったＣＰＵ－

メモリ間のデータ転送性能が必要となる。そのための取り組みについては、Ｐ．１

０の（１）で説明している。 

 

波及効果 

従来の電気接続に比べて、データ転送性能、コスト、耐ノイズ性に優れている

光接続技術を、あらゆるエレクトロニクス製品のプリント基板内配線も含めたＬ

ＳＩ間信号伝送に適用することができる。このことで、性能、コスト、耐ノイズ

性に優れた光接続の適用範囲が拡大し、我が国のエレクトロニクス製品の競争力

が大幅に向上する。 

 

（２）ノード間光高速デ－タ転送技術 

複数ノードによる並列処理で高い実行効率を実現するためには、高性能ノード間

データ転送が必要である。そのための取り組みについては、Ｐ．１０の（２）で説

明している。また、インターネットで広く用いられているＩＰ技術を導入すること

で、超高性能なシステムを低コストで実現することを目標においた研究も行われて

いる。その取り組みについては、Ｐ．１１の（３）で説明している。 

 

波及効果 

光接続技術と高速光スイッチング技術が、高速光伝送ネットワーク機器にも波

及し、社会インフラとなる光通信システムの性能向上に資する。また、ＩＰ化技

術を用いた汎用技術によって、低コストで超高性能化が実現され、光伝送技術の

幅広い利用が促進される。 

 

（３）高性能なＣＰＵを低消費電力で実現するＬＳＩ技術 

ムーアの法則のトレンドにのった世界のＬＳＩ技術の性能競争を制するために、

従来の延長上の技術だけでは実現不可能であるため、微細化、高速化の他に、低消

費電力を実現する新たな半導体技術が必要である。そのための取り組みについては、

Ｐ．１１の（４）で説明している。 

 

波及効果 

低消費電力技術が組み込みプロセッサで使われることで、携帯電話、情報家電

などエレクトロニクス製品の競争力が向上し、我が国のエレクトロニクス産業の

国際競争力が大幅に向上する。 



 - 17 -

 

 

 ２．参考説明 ６５ナノプロセスを用いた京速計算機システムでの地球シミュレー

タに対する優位性について 

 

 

※そもそも、４５ｎｍプロセスを先導することにインセンティブがあり、全てに６５

ｎｍプロセスを用いることを前提に議論すべきではない。 

 

 ○ポイント 

６５ｎｍのＬＳＩ技術を使用する場合、大規模処理計算機、逐次処理計算機の理論性

能が半減するが、複合型計算機の構築には無関係である。 

他方、近年の計算科学技術は、マルチスケール・マルチフィジックスにおける系全体

シミュレーションを中心とした新たな段階に移行している。そこで必要としている計算機

アーキテクチャは、地球シミュレータのような単一種の計算機によるものではなく、複

数種類の計算機を統合した複合型計算機である。 

 

 

（１）ＬＳＩプロセスの変更によるシステム仕様 

 

６５ｎｍのＬＳＩ技術を使用する場合、本来の計画では４５ｎｍを使う大規 

模処理計算機、逐次処理計算機の理論性能は下表のように半減する。しかし、  

複合型計算機の構築に必要な異機種接続超高速インターコネクションの実現

には影響が無い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【京速計算機システムが使用するＬＳＩプロセスと理論演算性能】 

 

 なお、ここで想定している計算機の仕様は、Ｐ．４６の京速計算機システムの構成（イメ

ージ）で示されている値を前提としている。 

異機種間接続

超高速インタ－

コネクション

特定処理計算加速部特定処理計算加速部

逐次処理計算機部逐次処理計算機部大規模処理計算機部大規模処理計算機部

理論性能 20ペタFLOPS

（６５ｎｍプロセス）

理論性能 0.5ペタFLOPS（４５ｎｍプロセス時）

0.25ペタFLOPS（６５ｎｍプロセス時）

異機種間接続超高速

インタ－コネクション（６５ｎｍプロセス）

理論性能 １ペタFLOPS（４５ｎｍプロセス）

0. 5ペタFLOPS（６５ｎｍプロセス）
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（２）計算科学技術の新しい段階 

 

 近年の計算科学技術は、マルチスケール・マルチフィジックスにおける系全体

シミュレーションを中心とした新たな段階に移行している。例えば、次世代生命

体統合シミュレーションについて、遺伝子を扱うミクロレベルから、骨格、血流

を扱うマクロレベルまでの解析を統合したシミュレーションが必要になる。そこ

では、プログラムの性質上、効率良く実行できる計算機の種類が概ね一意に決ま

る。それによると、ミクロレベルは逐次処理計算機と特定処理計算加速機に、マ

クロレベルは大規模処理計算機に処理させ、各レベルの処理間のデータ転送は、

異機種間接続超高速インターコネクションで行われる。 

 

以上のようなマルチスケール・マルチフィジックスにおける系全体シミュレー

ションは、地球シミュレータのような大規模処理計算機単独の計算機では効率良

く処理することは不可能であり、複数種類の計算機を統合した複合型計算機でこ

そ可能になる。 
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２．④ 消費電力が５０メガワット程度との説明があり、大規模であるが、物理的

にどういうものを作るのかイメージを示されたい。 

 

 

○ポイント 

全消費電力は、３０メガＷで、そのうち、計算機システムの電力消費は１９．６メガ 

Ｗである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、ここで想定している計算機の仕様は、Ｐ．４６の京速計算機システムの構成（イメ

ージ）で示されている値を前提としている。 

 

【（参考）地球シミュレータ】 

 ・建屋サイズ：６５ｍ × ５０ｍ  × １８ｍ 

 ・消費電力  ：５～６メガＷ 

電力消費量 ３０．０メガW
大規模処理計算機部 ： 5.6メガW
逐次処理計算機部 ： 2.5メガW
特定処理計算加速部 ： ７メガW
異機種間接続超高速
インターコネクション ： 0.8メガW
ファイルシステム ： 3.7メガW
パッケージエアコン ： 9.9メガW
研究棟等 ： 0.5メガW

計算機棟
延床面積11000㎡
（3650㎡×3階）
(高48m×半径35m)

研究棟
延床面積4000㎡
（1000㎡×4階）

受電設備 30メガW
面積400㎡

電力30メガW

建物等面積 5100㎡
敷地面積 12,750㎡

（建蔽率４０％）

大規模処理計算部逐次処理計算機部

特定処理計算
加速部

19.6メガＷ：
計算機システムの電力消費

高さ
48m

半径
35m

10.4メガＷ：
その他の電力消費

25m

40m

20m
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３．推進体制について 
 

３．① 開発体制について、計算科学者（ユーザー側）、計算機工学者、メーカー

の関係や、どのようなプロジェクトリーダーや専門性を持ったメンバーで構

成され、どのような責任体制をとるかを含め、全体のわかる組織図とあわせ、

具体的な体制、進め方を示されたい。 

 

○ポイント 

スパコンベンダー出身のプロジェクトリーダーの強力なリーダーシップの下で開発を行

う。開発組織は、計算科学者（ユーザー側）、計算機工学者、ベンダー等の関係者の結

集によって構成される。 

 

１．開発体制（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スーパーコンピューティング技術産業応用協議会（仮称） 

 

- プロジェクトリーダー（1名） 
- リーダー補佐(3名) 
- 研究員（数名） 

総括グループ 

- チームリーダー（1名） 
- 研究員(数名) 

OS開発チーム 

- チームリーダー（1名） 
- 研究員(数名) 

ソフトウェア開発グループ 

グリッドミドルウェア開発チーム 

ハードウェア開発グループ 

- チームリーダー（1名） 
- 研究員(数名) 

ハードウェア開発統括チーム 

- チームリーダー（1名） 
- 研究員(数名) 

特定処理計算加速機開発チーム 

- ソフトウェア開発グループリーダー（1名） 

 
スパコンベンダー

産学連携研究センター 

 
 
スパコンベンダー

スパコンベンダー

（仕様策定、基本設計） 

（仕様策定） （設計、製作） 

（仕様策定） 

（仕様策定、設計） （製作） 

（設計、製作） 

- ハードウェア開発グループリーダー（1名）

整備主体 

次世代ナノ統合シミュレーショングループ 
- 次世代ナノ統合シミュレーショングループリーダー（1名） 

- チームリーダー（数名／各テーマに 1名）
アプリケーション開発チーム 

次世代生命体統合シミュレーショングループ 
- 次世代生命体統合シミュレーショングループリーダー（1名） 

- チームリーダー（数名／各テーマに 1名）
アプリケーション開発チーム 

（詳細設計、製作） 

 
連携 

連携 

 
産業応用促進

革新的シミュレーションソフトウェアの 
研究開発 
・代表機関： 
東京大学生産技術研究所 
計算科学技術連携研究センター 

・代表者：加藤千幸東京大学教授 
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２．構成人員のイメージ 

 

（１）総括グループ 

役割 イメージ 

プロジェクト 

リーダー 

(1 名) 

スパコンの開発の指導を長年に亘って行い、ＮＬＳ、テラＦＬＯ

ＰＳ超級の大規模処理計算機の開発の実績を持ち、スパコンアー

キテクチャ、スパコン開発プロジェクトの推進等について、深い

知見を有する者 

リーダー補佐 

(3 名) 

複合型のスパコン開発プロジェクトを指導してきた実績を持ち、

電磁流体、ものづくり、ライフサイエンス分野におけるシミュレ

ーションに深い造詣を有する者 等 

研究員（数名） スパコン運用・利用に携わっていた経験を有する者 

 

（２）整備主体内に置かれる開発グループ 

①ソフトウェア開発グループ 

役割 イメージ 

ソフトウェア開発

グループリーダー

（1名) 

ベンダーにてスパコン開発を指導し、かつグリッドの国家プロジ

ェクト全体を統括した実績を持ち、スパコンアーキテクチャから

グリッドミドルウェア、海外動向等幅広い知見を有する者 

ＯＳ開発チーム 

チームリーダー 

(1 名) 

国家プロジェクトにおいて、現在幅広く利用されている、クラス

タソフトの開発を指導した実績を持ち、分散並列処理ソフトウェ

アの開発に高い知見を有する者 

研究員（数名） ベンダーからの出向者 

グリッドミドルウェア開発チーム 

チームリーダー 

(1 名) 

グリッドの国家プロジェクト企画・立ち上げ・運営を主導的な立

場で行った実績を持つ者 

研究員（数名） ベンダーからの出向者 

 

②ハードウェア開発グループ 

役割 イメージ 

ハードウェア開発

グループリーダー

（1名) 

ベンダーにてスパコン開発を指導し、かつ大学等で計算機アーキ

テクチャの研究・指導を行った実績を持ち、計算機アーキテクチ

ャについて幅広い知識を有する者 

ハードウェア開発統括チーム 

チームリーダー 

(1 名) 

ＮＬＳ開発に携わった実績を持ち、乱流等の大規模シミュレーシ

ョン、グリッドについても深い知見を有する者 

研究員（数名） ベンダーからの出向者 

特定処理計算加速機開発チーム 

チームリーダー 

(1 名) 

特定処理計算加速機開発を指導した実績を持ち、ネットワークか

らスパコンに至る幅広い知見を有する者 

研究員（数名） 特定処理計算加速機の開発や LSI 設計などの経験を持つ研究者、

ベンダーからの出向者 
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（３）整備主体外に置かれる開発グループ 

 

①次世代ナノ統合シミュレーショングループ 

役割 イメージ 

次世代ナノ統合シ

ミュレーショング

ループリーダー 

（1名) 

ナノ分野の計算科学プロジェクトを指導し、かつ大学等において

ナノに関わるシミュレーション研究・指導を行ってきた実績を持

ち、理論・方法論、アルゴリズム開発等に深い造詣を有する者 

チームリーダー 

(数名／各テーマ

に 1名) 

ナノに関わる計算科学の分野において研究開発グループを指導

し、かつ大学等においてシミュレーション研究を先鋭的に行って

きた実績を持ち、ターゲットアプリケーション開発の中心となり

得る高い知見を有する者 

研究員（各テーマ

ごとに十数名） 

ナノに関わる計算科学研究に携わってきた経験を有する大学・企

業等における研究者 

 

②次世代生命体統合シミュレーショングループ 

役割 イメージ 

次世代生命体統合

シミュレーション

グループリーダー 

（1名) 

ライフサイエンス分野の計算科学プロジェクトを指導し、かつ大

学等においてバイオに関わるシミュレーション研究・指導を行っ

てきた実績を持ち、理論・方法論、アルゴリズム開発等に深い造

詣を有する者 

チームリーダー 

(数名／各テーマ

に 1名) 

ライフサイエンスに関わる計算科学の分野において研究開発グ

ループを指導し、かつ大学等においてシミュレーション研究を先

鋭的に行ってきた実績を持ち、ターゲットアプリケーション開発

の中心となり得る高い知見を有する者 

研究員（各テーマ

ごとに十数名） 

ライフサイエンスに関わる計算科学研究に携わってきた経験を

有する大学・企業等における研究者 
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３．② 運用開始後はプログラムの保守と機能強化等を継続して行う体制が必要だ

と思われるが、その運用体制、計画について示されたい。 

 

○ポイント 

平成１８年度から、「先端計算科学技術センター(仮称)」における運用の有り方につ

いて検討を開始する。平成２２年度の運用開始時から、京速計算機の利用者に対して、

「先端計算科学技術センター(仮称)」が、産業界、大学・研究機関と一体となって、プロ

グラムの保守と機能評価等を、継続かつ計画的に行う運用体制を確立する。 

 

 １．「先端計算科学技術センター(仮称)」の運用のあり方の検討 

平成１８年度から、「先端計算科学技術センター(仮称)」の運用のあり方を産

業界、大学・研究機関と共同で検討を開始する。 

特に、産業界からは、平成１７年に発足予定のスーパーコンピューティング技

術産業応用協議会（仮称）を通じて、利用者の要望をプログラムの保守や機能強

化などに活かせるよう積極的な活動を行っていく。 

 

 

 ２．「先端計算科学技術センター(仮称)」内に、「利用高度化推進チーム」を設置 

平成２２年度の運用開始時からは、「先端計算科学技術センター(仮称)」内に、

「利用高度化推進グループ」を設置し、プログラムの保守・機能追加などについ

て、プログラム開発者組織(注)と連携を取り、対応する。ここでは既存プログラム

のうち、利用者から要望のあるものについて、移植や性能向上のためのチューニ

ングも行うとともに、機能追加やライブラリの整備推進を行う。 

 

 

(注)ソフトウェアの研究開発を行った、民間のソフトウェアベンダーや大学・研究

機関等の研究開発コンソーシアム組織など 
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３．参考説明 継続的な最先端・高性能スパコンの開発ビジョン 

 

○ポイント 

スパコン開発の中長期的戦略を検討するためのヘッドクォーター（拠点）を構築し、

継続的に切れ目なく最先端・高性能スパコンの開発を行う。 

 

  開発するスパコンは Only one のものとするのではなく、Ｎｏ．１のものと明確

に位置づける必要がある。すなわち、Ｎｏ．２以下のスパコンが大学・公的研究機

関、さらには民間へと商用機として展開される必要がある。そのためにも、システ

ムのスペックに利用者の声を反映させることを第一義としつつも、スパコン・ベン

ダーにおける実現可能性の限界を見極め、また国際的な技術動向のベンチマークを

適宜行いつつ、次期計画で達成すべき目標、次々期計画で達成すべき目標、さらに

その次以降の計画で達成すべき目標と、常に先々のことを考えて取り組む姿勢が不

可欠である。 

  このため、次期スパコン計画を契機として、将来にわたって継続的にＮｏ．１

スパコンをシリーズとして開発・整備するための戦略・戦術を、大学・公的研究機

関等からの提案を集約し、具体的な方策として提案することが可能なヘッドクオー

ター（拠点）を構築することが重要である。  

「先端計算科学技術センター（仮称）」の形成の基本的考え方は以下の通り。 

   

１．国家基幹技術として推進  

     

  ２．産学の共用を前提とした新たな「科学技術インフラストラクチャ」の構築  

     

３．国際的な研究教育拠点（ＣＯＥ）として形成  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【継続的な最先端・高性能スパコンの開発戦略】 

1ペタ

100ギガ

10テラ

100ペタ

実効性能(FLOPS)

2000年 2010年 2015年 2020年

次世代汎用スパコン計画

ナショナル
リーダシップ

10テラ

1990年

パーソナル
エンターテイメント

パソコン、ホームサーバ
ワークステーション、
ゲーム機、デジタルTV

エンタープライズ
企業、研究室

ナショナル
インフラストラクチャ

研究所、
大学センター

エンタープライズ
企業、研究室

ナショナル
インフラストラクチャ

研究所、
大学センター

ナショナル
インフラストラクチャ
研究機関、
大学センター

エンタープライズ
企業、研究室

ナショナル
インフラストラクチャ

研究所、
大学センター 1ペタ

100ギガ

100ペタ

次々世代計画

ナショナル
リーダシップ
（汎用スパコン）

ナショナル
リーダシップ

（地球シミュレータ）

ナショナル
リーダシップ
CP-PACS、
数値風洞

パーソナル
エンターテイメント

パソコン、ホームサーバ
ワークステーション、
ゲーム機、デジタルTV

国の直接
投資が
必要な
範囲

既設スパコンの
更新（JAXA、
地球ｼﾐｭﾚｰﾀ、
東工大など）

地球シミュレータ計画

2025年

ナショナル
リーダシップ

エンタープライズ
企業、研究室

ナショナル
インフラストラクチャ

研究所、
大学センター

パーソナル
エンターテイメント

パソコン、ホームサーバ
ワークステーション、
ゲーム機、デジタルTV

次々々世代計画

先
端
計
算
科
学
技
術
セ
ン
ター
（仮
称
）
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４．開発ロードマップについて 

４．① グランドチャレンジに上げられている各シミュレーションに関し、具体的

なアルゴリズム開発、ソフト開発、理論開発にどう取組むかを含め、アプリ

ケーションプログラムの開発ロードマップを示されたい。その際、ア）既存

のプログラムのチューニング程度で対応できるもの、イ）用いるべき手法や

アルゴリズムがすでに存在し、プログラム開発が主体となるもの、ウ）これ

から新規アルゴリズムとプログラムの開発が必要なもの、に区分し、それぞ

れについて克服すべき課題をあげて示されたい。 

 

○ポイント 

グランドチャレンジアプリケーションの研究開発は平成 18 年度に開始し、平成 22 年度

の完成に向けて実施する。各々の分野を代表する機関の協力を得て、目標を達成すべく

推進していく。 

 

ある研究機関からの提案を以下に記載する。今後、他の研究機関等からの提案も

受け、Ｐ．１４に記載の検討手順を経て、ターゲットアプリケーションを決定する。 

＜次世代ナノ統合シミュレーション＞開発ロードマップ(一提案) 

１．開発目標：次世代エネルギー（アルコール）生成設計のための 

シミュレーションソフトウェアの研究開発 

２．日程 
 

平成18年度 
 

 

平成19年度 
 

 

平成20年度 
 

 

平成21年度 
 

 

平成22年度 
 

     

 

３．実現方法 

理論構築(3D-RISM-SCF/FMO, 3D-RISM-ﾚﾌﾟﾘｶ MC) 理論強化・フォロー 

要素＊ 
(糖水和 
構造) プログラムチューニング方法検討 

要素＊(酵素内糖分子の
安定配置) 

要素＊(酵素内化学反応)
(単糖類からのアルコール生成過程解明)

計算・評価 

(セルロースの加水分解過程の解明) 
要素＊(酵素-２糖間複合
体安定構造決定) 

要素＊(２糖
類の水中

構造決定) 
要素＊(酵素によるオリゴセルロースの分子認識) 

注）要素＊: 要素技術開発・ソフト

ウェア開発と計算、アルゴリズム

(3 次元 FFT 等)解析など。 

プロトタイプ評価 
(オリゴセルロースからアルコールへ) 

酵素による２糖類、オリゴセルロースの分子認識 

２糖類、オリゴセルロースの加水分解

セルロース 

単糖類 

糖水溶液水和構造 

酵素内糖分子の安定配置 

２糖類の水中構造 

酵素内化学反応 

酵素内での二酸化炭素、水、アルコールの安定性および、酵素からの生成物排出過程 

アルコール 

3D-RISM（区分：ア） 

克服課題：安定配置自由エネルギーの決定と 

酵素反応ポケットへの糖分子取込み 

3D-RISM-SCF/FMO（区分：イ） 

克服課題：両理論の結合のための方法論 

3D-RISM-ﾚﾌﾟﾘｶ MC（区分：ウ） 

克服課題：両理論の連成計算の高速化 

克服課題：高分子としてのセルロースの 

酵素内外での形状の変化（未知問題） 

克服課題：２糖類からセルロースへの一般化 

（莫大な構造空間） 

克服課題：酵素内外の複数分子安定性 

（自由エネルギー）の評価 

４．推進方法 

各開発課題別の目標設定を明

確化し、達成状況を開発推進会議

にて進捗管理を実施する。 

また、京速計算機のハードウェ

ア開発グループや産業界とも定

期的な会合を持ち、ターゲットア

プリケーションが使いやすく、か

つ性能を発揮できるよう推進し

ていく。 

 

５． 開発体制 
（集中研究開発拠点：分子研） 
  分子研、東大物性研、東北大金

材研、ＫＥＫ物構研、産総研など 
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＜次世代生命体統合シミュレーション＞開発ロードマップ(一提案) 

 

１．開発目標 

（１）腫瘍・心血管疾患のシミュレーションモデルの構築による現象把握 

（２）シミュレータによる治療技術支援 

 

２．日程及び実現方法 

（ア） （イ） （ウ）

京速コンピュータでの実行テスト・改良

原始的単細胞生物でのフル・シミュレーション（DNA複製・修復・転写、膜の選択的輸送、エネルギー代謝など）

京速コンピュータでの実行テスト・改良

京速コンピュータでの実行テスト・改良

京速コンピュータでの実行テスト・改良

京速コンピュータでの実行テスト・改良

超音波伝搬モデル
既存プログラムの改良と機能追加 モデル改良と高速化 京速コンピュータでの実行テスト・改良

モデル改良と高速化

モデル改良と高速化

モデル改良と高速化

既存プログラムによる実行と改良 モデル改良と高速化

モデル改良と高速化 京速コンピュータでの実行テスト・改良

手術応用モデ
ル開発

手術シミュレーション（HIFU・DDS・ハイパーサーミア・カテーテル・内視鏡手術など）
マルチモデル統合と手術モデル作成とプログラム開発 医療現場での適用テストと改良 医療現場での適用支援改良

臓器・全身ス
ケール

熱流体構造連成モデル

モデル作成とプログラム開発

研究会を組織
し、細部を検
討

プログラム分析と部分的書き直し
膜モデリング（肺胞・薬剤吸収過程など）

モデル改良と高速化
次
世
代
生
命
体
統
合
シ
ミ

ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

ナノスケール

既存ナノシミュレーションモデルの改良（QM-MM, FMO, ProteinDFなど）

モデル作成とプログラム開発
毛細血管・血栓モデリング

モデル作成とプログラム開発

細胞スケール

局所統計によるモデル（均質・非均質、平衡・非平衡）
モデル作成とプログラム開発

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

開発項目

 
 

３．推進方法 

目標設定は平成１７年度から計算科学・工学・生物学・医学関係者による研究会

を組織し、１８年度半ばまでに細部を決定。 

研究会は開発開始時点で開発の実施部隊とし、月一回の連絡会、年一回の推進委

員会で進捗の管理を行う。 

 

４．開発体制（集中研究開発拠点：東大） 

  東大（工学部、医学部、生研）、理研、東京医大、慶応大、阪大蛋白研、京大、 

分子研、食品衛生研究所、名大 

 



 - 27 -

 

 

４．② 議論の材料として重要なため、第１回資料２－５の計画表に、例えば以下

のような形で項目を整理して追加されたい。 

 

資料2-5への追加項目(例)

○費用算出の根拠について困難であれば、過去の類似システムでの

　 開発実績を記入のこと。

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

ｼｽﾃﾑｿﾌﾄｳｪｱ

開発項目 開発要素/項目 目標値 費用 平成17年度

　　　項目の追加と詳細化

詳細化

 
 

○ポイント 

計画表中の開発要素/項目を詳細化した内容を記載した。（次ページ「京速計算機シ

ステム開発スケジュールと開発要素/項目」を参照） 
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開
発
要
素
／
項
目

目
標
値

費
用

（億
円
)

●
異
機
種
統
合
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

通
信
制
御
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

5
.6

シ
ス
テ
ム
統
合
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
エ
ー
ジ
ェ
ン
ト

5
.2

障
害
管
理
機
能

6
.4

ジ
ョ
ブ
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ラ

4
.4

プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
環
境

4
.4

そ
の
他
（
設
備
費
等
）

1

●
グ
リ
ッ
ド
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア

京
速
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
と
分
散
計
算
資
源
と
の
統
合
資
源
管
理

1
00
00
シ
ス
テ
ム
の
管
理

10
ﾍ
ﾟﾀ
ｽ
ｹ
ｰ
ﾙ
連
成
計
算
向
け
分
散
ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾐﾝ
ｸ
ﾞ環
境
と
ﾗ
ｲ
ﾌ
ﾞﾗ
ﾘ
ｰ
新
し
い
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
モ
デ
ル

3
巨
大
デ
ー
タ
の
統
合
ア
ク
セ
ス
環
境

ペ
タ
ス
ケ
ー
ル
デ
ー
タ
、
実
験
装
置
と
の
連
携

12
超
高
速
ネ
ッ
ト
を
活
用
し
た
超
ペ
タ
ス
ケ
ー
ル
仮
想
計
算
機
の

実
現

1
00
G
bp
s級
ネ
ッ
ト
へ
の
接
続
、
V
O
(仮
想
研
究
組
織
）
・
V
C
（
仮
想
計
算
機
）

に
お
け
る
高
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
環
境

9

京
速
シ
ス
テ
ム
を
核
と
し
た
、
階
層
的
な
複
数
の
V
O
か
ら
な
る

広
域
分
散
計
算
環
境
の
研
究
開
発

ﾅ
ﾉ、
ﾗ
ｲ
ﾌ
ｻ
ｲ
ｴ
ﾝ
ｽ
な
ど
8
分
野
で
の
研
究
分
野
向
け
仮
想
ｴ
ﾝ
ﾄﾞ
ｽ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮﾝ
環
境

の
構
築
、
1
億
原
子
の
分
散
可
視
化
　
な
ど

8

グ
リ
ッ
ド
統
合
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
N
A
R
E
G
I　
V
1
.0
の
開
発

1
0万
人
規
模
の
ｽ
ｹ
ｰ
ﾗ
ﾋ
ﾞﾘ
ﾃ
ｨ・
安
定
性
・
頑
強
性
の
確
保

13
ペ
タ
計
算
研
究
環
境
の
開
発
成
果
の
統
合
化
・評
価
・試
験

大
規
模
仮
想
グ
リ
ッ
ド
環
境
で
の
機
能
検
証
・
統
合
試
験

14
サ
イ
バ
ー
サ
イ
エ
ン
ス
イ
ン
フ
ラ
向
け
新
規
機
能
開
発

７
基
盤
セ
ン
タ
ー
で
の
統
合
運
用

6
グ
リ
ッ
ド
シ
ス
テ
ム
連
携

ＩＴ
Ｂ
Ｌ
，
Ｅ
Ｇ
Ｅ
Ｅ
，
T
e
ra
gr
id
等
と
の
グ
リ
ッ
ド
連
携

13

●
次
世
代
ナ
ノ
統
合
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

理
論
・
方
法
論
の
開
発

固
体
中
に
、
ナ
ノ
・
ス
ケ
ー
ル
で
発
生
す
る
構
造
、
電
荷
、
ス
ピ
ン
間
の
協
力

的
量
子
揺
ら
ぎ
を
、
正
確
に
計
算
す
る
数
値
的
手
法
の
実
現
　
な
ど

6
 

計
算
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
の
開
発

パ
ー
テ
ィ
ク
ル
メ
ッ
シ
ュ
な
ど
1
千
万
分
子
の
高
速
化
ア
ル
ゴ
リ
ズ
ム
（M
D
）
　
な

ど
6

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
最
適
化
（
チ
ュ
ー
ニ
ン
グ
）

3
万
C
P
U
ク
ラ
ス
の
並
列
化
計
算
の
実
現

2

次
世
代
ナ
ノ
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

複
数
シ
ス
テ
ム
に
お
い
て
、
遠
隔
操
作
に
よ
り
3
個
以
上
の
要
素
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
用
い
た
連
成
計
算
の
実
現

2

●
次
世
代
生
命
体
統
合
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

ミ
ク
ロ
ス
ケ
ー
ル
・シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

第
一
原
理
計
算
・
量
子
化
学
計
算
の
既
存
の
ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
・ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ
改
良
と
高
速

化
、
膜
ﾓ
ﾃ
ﾞﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞの
新
規
ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ
開
発
、
ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
開
発
と
改
良
・
高
速
化

6

細
胞
ス
ケ
ー
ル
・シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

毛
細
血
管
・血
栓
モ
デ
リ
ン
グ
の
新
規
モ
デ
ル
開
発
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
と
改

良
・高
速
化
　
な
ど

7

臓
器
・
全
身
ス
ケ
ー
ル
・連
続
体
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

超
音
波
伝
搬
モ
デ
ル
の
新
規
モ
デ
ル
開
発
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
と
改
良
・高
速

化
　
な
ど

5

手
術
応
用
モ
デ
ル
開
発

手
術
ｼ
ﾐｭ
ﾚ
ｰ
ｼ
ｮﾝ
に
お
け
る
ﾏ
ﾙ
ﾁ
ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ
統
合
と
手
術
ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ
作
成
と
ﾌ
ﾟﾛ
ｸ
ﾞﾗ
ﾑ
開

発
お
よ
び
医
療
現
場
で
の
適
用
ﾃ
ｽ
ﾄと
改
良

2

製
作

装
置
設
計

1
テ
ラ
F
L
O
P
S
/
ノ
ー
ド

30
超
高
速
Ｌ
Ｓ
Ｉ

4
5n
m
C
M
O
S

14
.5

超
高
速
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

4
00
ギ
ガ
B
yt
e/
s（
C
P
U
あ
た
り
）

8
超
高
密
度
実
装
・冷
却

3
00
W
水
冷

8
高
速
大
容
量
メ
モ
リ

<
10
ns
以
下

7.
5

製
作

90
シ
ス
テ
ム
強
化

1
30

製
作

装
置
設
計

1
テ
ラ
F
L
O
P
S
/
ノ
ー
ド

14
超
高
速
Ｌ
Ｓ
Ｉ

4
5n
m
C
M
O
S

2.
1

低
電
力
回
路

2
.5
W
/
ギ
ガ
F
L
O
P
S

8.
9

製
作

60
シ
ス
テ
ム
強
化

90

特
定
処
理
計
算
加
速
L
S
I設
計

1
テ
ラ
F
L
O
P
S
/C
P
U

12
.6

特
定
処
理
計
算
加
速
ﾎ
ﾞｰ
ﾄﾞ
設
計

1
0テ
ラ
F
L
O
P
S
/
ボ
ー
ド

11
.5

製
作

2
0ペ
タ
F
L
O
P
S

54
そ
の
他
（
設
備
費
等
）

-
0.
9

製
作

ス
イ
ッ
チ
ン
グ
L
S
I・
回
路

異
機
種
を
80
ギ
ガ
B
yt
e
/
se
cで
接
続
す
る
た
め
の
適
切
な
L
S
I・
回
路
の
設

計
・開
発

7.
1

異
機
種
間
接
続
方
式

異
機
種
間
(大
規
模
処
理
計
算
機
部
5
12
ノ
ー
ド
、
逐
次
処
理
計
算
機
部
1
0
24

ノ
ー
ド
）
で
の
高
速
デ
ー
タ
転
送
の
た
め
に
必
要
な
方
式
の
設
計
・
開
発

6.
3

実
装
方
式

全
体
の
シ
ス
テ
ム
構
成
か
ら
最
適
な
イ
ン
タ
ー
コ
ネ
ク
シ
ョ
ン
の
実
装
方
式
の

設
計
開
発

5.
1

製
作

8
0ギ
ガ
B
yt
e
/s
ec
,　
5μ
se
c

22

ﾏ
ﾙ
ﾁ
ﾌ
ﾟﾗ
ｲ
ﾔ
試
作
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
用
ｿ
ﾌ
ﾄｳ
ｪｱ

マ
ル
チ
プ
ラ
イ
ヤ
を
用
い
た
数
千
プ
ロ
セ
ッ
サ
規
模
の
シ
ス
テ
ム
で
の
、
高
速

通
信
方
式
の
実
現

12

ﾏ
ﾙ
ﾁ
ﾌ
ﾟﾗ
ｲ
ﾔ
開
発

1
.2
5
ギ
ガ
B
yt
e
/s
e
c,
 2
0
μ
se
c

6.
5

実
装
設
計
・評
価

2

製
作

10

設
計

グ
ラ
ン
ド
チ
ャ
レ
ン
ジ
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
等
の
実
行
に
適
切
な
フ
ァ
イ
ル
シ
ス

テ
ム
の
実
現

1

製
作

47
シ
ス
テ
ム
強
化

82

検
討

費
用
小
計

4
1

7
0

1
4
5

2
7
2

2
9
2

2
7
7

5
7

1
1
5
4

立
地
調
査
、
建
屋
建
設
、

付
帯
設
備
整
備

費
用
計

統
括

2
1
8

2
1

7
9

1
2

建
設

実
装
技
術
設
計
・
評
価

実
装
設
計
・評
価

設
計

グ
リ
ッ
ド
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
評
価

京
速
計
算
機
シ
ス
テ
ム
開
発
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
と
開
発
要
素
/
項
目

付
帯
設
備
整
備

平
成
２
２
年
度

平
成
２
３
年
度

特
定
処
理
計
算
加
速
部

(6
5n
m
プ
ロ
セ
ス
)

平
成
１
７
年
度

平
成
１
８
年
度

グ
リ
ッ
ド
ミ
ド
ル
ウ
ェ
ア
設
計
・
製
作

製
作

設
計

製
作

ソ フ ト ウ ェ ア そ の 他ハ ｜ ド ウ ェ ア

平
成
１
９
年
度

平
成
２
０
年
度

次
世
代
生
命
体
統
合
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
設
計
・製
作

次
世
代
ナ
ノ
統
合
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
設
計
・
製
作

設
計

実
装
技
術
設
計
・
評
価

設
計

異
機
種
間
接
続
超
高
速

イ
ン
タ
ー
コ
ネ
ク
シ
ョ
ン

(6
5n
m
プ
ロ
セ
ス
)

設
計

実
装
技
術
設
計
・
評
価

5
9

フ
ァ
イ
ル
シ
ス
テ
ム
等

1
6

逐
次
処
理
計
算
機
部

(4
5n
m
プ
ロ
セ
ス
)

遠
隔
可
視
化
装
置

グ
ラ
ン
ド
チ
ャ
レ
ン
ジ

ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン

2
0

H
D
:7
.5
ペ
タ
B
yt
e

T
ap
e:
7
5
ペ
タ
B
yt
e

京
速
計
算
機
上
で
稼
働
す
る
先
進
的
な
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
っ
て
作
成
さ

れ
る
大
容
量
デ
ー
タ
を
、
動
的
な
可
視
化
映
像
と
し
て
ス
ト
リ
ー
ミ
ン
グ
配
信

（
X
G
A
,1
0
M
bp
s以
上
）
し
、
遠
隔
地
か
ら
20
人
以
上
の
ユ
ー
ザ
ー
が
同
時
に

操
作
可
能
な
シ
ス
テ
ム
の
構
築

2
8
8

1
ペ
タ
F
L
O
P
S

シ
ス
テ
ム
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

大
規
模
処
理
計
算
機
部

(4
5n
m
プ
ロ
セ
ス
)

8
8

次
世
代
ナ
ノ
統
合
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
評
価

実
装
技
術
設
計
・
評
価

シ
ス
テ
ム
強
化

異
機
種
の
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
環
境
に
お
い
て
、
各
開
発
項
目
の
機
能
を
実
現
す

る
。
大
規
模
処
理
計
算
機
部
（
10
24
ノ
ー
ド
）
、
逐
次
処
理
計
算
機
部
（5
12

ノ
ー
ド
）
、
特
定
処
理
計
算
加
速
部
（
4
00
ノ
ー
ド
相
当
）
を
統
合
的
に
管
理
す
る

と
と
も
に
、
ユ
ー
ザ
ー
か
ら
統
合
的
、
透
過
的
に
利
用
で
き
る
利
便
性
の
高
い

環
境
を
構
築
す
る
。

0
.5
ペ
タ
F
L
O
P
S

2
7

異
機
種
統
合
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
評
価

平
成
２
１
年
度

異
機
種
統
合
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
設
計
・製
作

1
5
0

平
成
２
４
年
度

次
世
代
生
命
体
統
合
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
評
価

シ
ス
テ
ム
強
化

シ
ス
テ
ム
強
化

製
作

1
7
5

設
計

研
究
開
発
状
況
評
価

(シ
ス
テ
ム
性
能
・
機
能
等
）

C
O
E
形
成
、
運
用
評
価

(利
用
状
況
、
研
究
成
果
、

人
材
育
成
状
況
等
）

評
価
等

開
発
項
目

研
究
開
発
チ
ー
ム
発
足

仕
様
・
実
装
内
容
の
判
断

(設
計
仕
様
、
開
発
体
制
、
立
地
・運
用
方
針
)

45
n
m
半
導
体
利
用
判
断
4
5n
m
半
導
体
状
況
評
価
45
nm
半
導
体
状
況
評
価
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４．③ 今後詰めていかなければいけないところが残っていると考えられるが、平

成１８年度上期含めて、１年ごとにチェックしていくシステムを構築するこ

とが必要ではないか。 

 

○ ポイント 

情報科学技術委員会による１年毎の評価と外部評価会における事業の節目（２～３

年毎）に評価を行う。また、アドバイザリーボードを設け、プロジェクトリーダーはアドバイ

ザリーボードと相談しつつプロジェクトを推進する。 

 

１．評価スキームと評価主体 

  事業の評価は、研究計画・評価分科会の下の情報科学技術委員会において、毎年

度、概算要求前（毎年７月頃を予定）にプロジェクトの進捗状況について評価を行

う。評価結果を次年度予算要求に反映させる。半導体の専門家を委員に加え、半導

体技術についての評価も行う。さらに、必要に応じ作業部会を設置する。 

 また、第三者による外部評価会を設け、計画の節目における事業評価を行う。 

 

２．評価スケジュールと内容 

 

日程 
情報科学技術委員会 

＜毎年度プロジェクト進捗状況の評価＞ 

外部評価会（注） 

＜計画の節目での評価＞ 

平成17年 8月 
本プロジェクトの事前評価 

関連プロジェクトの進捗評価 等 

 

平成 18年 7月 要素技術開発の進捗評価 等  

平成 19年 1月  外部評価会の設置 

平成19年 7月 要素技術開発と設計の進捗評価 等 

中間評価 

(仕様・実装技術の内容ならびに発注を

判断) 

平成 20年 7月 
ハードウェアの設計結果、実装技術開発結

果、ソフトウェア設計評価 等 

 

平成 21年 7月 実装技術、ソフトウェア評価 等  

平成 22年 7月 
ハードウェア製作、ソフトウェア評価、運

営方法 等 

 

平成 22 年 12 月
 第１次事業評価 

（研究開発全体について評価） 

平成23年 7月 システム強化方法、運営状況 等  

平成 24 年 7 月 システム強化状況、運営状況 等  

平成 24 年 12 月 
 第２次事業評価 

（COE 形成・運用について評価） 

平成 25 年度 

以降 

毎年７月にプロジェクト進捗状況につい

て評価 

概ね３カ年間隔で運用・普及について

評価 

（注）P.52 のコンティンジェンシー・プランの日程①の場合 

 

３．アドバイザリーボード 

  事業の推進にあたり、重要事項について、助言等を随時行うアドバイザリーボー

ドを設ける。アドバイザリーボードは過去にスーパーコンピュータを製作するプロ

ジェクトの中核的な役割を果たしたシニア外部学識経験者等数名から構成し、プロ

ジェクトリーダーと協力して事業の推進を行う。



 - 30 -

 

 

 

 ４．参考説明 平成２２年度に運用開始する必要性について 

 

  

○ポイント 

  平成２２年度に運用を開始する必要性は以下の通りである。 

（１）米国を上回るシステムを先駆けて整備・運用を開始することで、我が国のスーパ

ーコンピューティングにおける国際的地位を大幅に向上させる。 

（２）異機種統合技術、グリッドミドルウェア技術において、国際標準（デファクト・ス

タンダード）化で米国に対して先行する。 

（３）地球シミュレータ以後、ナショナル・リーダーシップ・スパコン（以下、ＮＬＳ）の開発

が途絶えていることから、我が国のＮＬＳ不在の期間が発生する見込みであり、そ

の期間をこれ以上延ばさないようにする。 

（４）半導体４５ｎｍプロセス技術への開発投資を進めるための契機として、京速計算

機プロジェクトを進める必要がある。 

（５）継続的なＮＬＳ開発は、ベンダーのスーパーコンピュータ開発体制の維持にとって

有益である。 

（６）第３期科学技術基本計画における我が国の科学技術発展のための研究基盤整

備事業の一環として、その最後の年度である平成２２年度に、京速計算機システ

ムの運用を開始する意味がある。 

 

 

（１）海外動向からの必要性 

米国を上回るシステムを米国に先駆けて整備・運用を開始することで、

我が国のスーパーコンピューティングにおける国際的地位を大幅に向上

させる。 

（米国では平成２１年に複合型計算機で１ペタFLOPSの実現を計画してい 

る。） 

 

（２）国際標準（デファクト・スタンダード）化に関する必要性 

異機種統合方式に関係するハードウェア技術、ソフトウェア技術、グリ 

     ッドミドルウェア技術における国際標準（デファクト・スタンダード）化 

で米国に先駆けるためには、一刻も早く「最先端・高性能汎用スーパーコ 

ンピュータの開発利用」プロジェクトを立ち上げ、可及的速やかに様々な 

アプリケーションソフトウェアで成果を上げ、普及させることが重要で 

ある。 

仮に、この競争で米国に負けた場合、米国は京速計算機システムとは異 

    なる国際標準（デファクト・スタンダード）を世界に発信することになり、 

その場合、京速計算機システムの利用普及が著しく阻害される。 

 

（３）ＮＬＳ運用期間の断絶に関する必要性 

平成１４年に運用を開始した前世代のＮＬＳである地球シミュレータ 

の寿命が平成２０年頃に迎えようとしている。その頃には、地球シミュレ 

ータに匹敵するナショナル・インフラストラクチャ・スパコン（以下、Ｎ

ＩＳ）が登場し、我が国のＮＬＳ不在の期間が発生する見込みである。こ

れ以上、その期間を延ばすことは出来ない。 
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  （４）半導体４５ｎｍプロセス技術のトレンドとの整合性に関する必要性 

半導体４５ｎｍプロセス技術への開発投資を進めるための契機として、 

京速計算機プロジェクトを進める必要がある。ＩＴＲＳ※の半導体ロード 

マップによると、平成２２年に４５ｎｍの技術の実用化が示されており、 

京速計算機システム運用開始が平成２２年度の計画であることから、日程 

が合致している。 

 

※：International Technology Roadmap for Semi-conductor 

 

 （５）ベンダーのスーパーコンピュータ開発体制の維持に関する必要性 

   ①２００７年問題 

スパコン創成期（昭和５０年代）を支えた技術者世代が、平成１９年の

前後に一斉に定年を迎えることで、若い世代の技術者を教育できる立場に

ある人材が離散する事態が危惧されている。その前に、定年間近のシニア

技術者の技術を継承し、組織としての技術レベルを維持する必要がする。 

    ②継続したスパコン開発 

      スパコン開発を継続して行われる場合、技術者も継続的に開発に従事す 

ることが出来る。そのことで、組織内の技術が若い技術者に効率的に伝わ 

り、開発プロジェクトを安定的に進めることができる。 

 

（６）第３期科学技術基本計画に関する必要性 

第３期科学技術基本計画における我が国の科学技術発展のための研究

基盤整備事業の一環として、その最後の年度である平成２２年度に、京速

計算機システムの運用を開始する意味がある。 

 

 

以上の理由から、平成２２年度に運用を計画している「最先端・高性能汎用スー

パーコンピュータの開発利用」プロジェクトを今すぐ開始する必要がある。 
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５．コンティンジェンシー・プランについて 
 

５．① 説明のあったコンティンジェンシー・プランにおいて、ソフトウェアはす

べて不確実性「無」となっているが、それはどのように裏づけされたものか。

再検討の上、もし不確実性があるということであれば、ソフトウェアの代替

案や開発体制含めた、コンティンジェンシー・プランを示されたい。 

 

○ポイント 

ソフトウェアの研究開発は既存のプロジェクトの成果などをベースに進める。 

 

１．システム統合ソフトウェア 

現在、Linux や UNIX などの異機種 OS からなる HPC システムの統合ソフトウェ

アとして SCore(注)があり、この仕様を、「最先端・高性能汎用スーパーコンピュ

ータの開発利用」におけるシステム統合ソフトウェアのベースとし、開発を行う。 

 

２．遠隔利用、広域分散環境向け国際標準グリッドミドルウェア 

   現在、「超高速コンピュータ網形成プロジェクト(通称：ＮＡＲＥＧＩ)」(研究

代表者：国立情報学研究所 三浦謙一教授)の成果(平成１７年度末にプロトタイ

プ版が完成する)や「スーパーコンピュータネットワークの構築（通称：バイオ

グリッド）」（研究代表者：大阪大学 下條真司教授）、ITBL プロジェクト(ITBL

委員会委員長・宇宙航空研究開発機構 福田正大参事)などでの成果をベースに

し、開発する。 

  

３．次世代ナノ統合シミュレーションソフトウェア 

   現在、NAREGI のナノアプリケーション開発実証研究の中で、新しいナノサイエ

ンスを切り拓くため、分子の動きを解明する理論の構築（RISM 理論：分子科学研

究所 平田教授）、タンパク質そのものの電子構造を計算するプログラム(FMO:産

業技術総合研究所 北浦和夫総括研究員）、エネルギー最小構造を求めるプログ

ラム(レプリカ交換モンテカルロ：名古屋大 岡本祐幸助教授)やそれらを統合す

るナノグリッドシミュレータなどがある。 

「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用」における次世代ナノ

統合シミュレーションソフトウェアに必要な要素技術が確立している。 

 

４．次世代生命体統合シミュレーションソフトウェア 

   現在、ミクロスケールの第一原理計算・量子化学計算による生命現象へのアプ

ローチやマクロスケールでの連続体計算など、各研究開発要素の方法論は確立さ

れつつある。 

「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用」における次世代生命

体統合シミュレーションソフトウェアは、これら方法論の統合や、方法論の計算

科学的手法の確立やプログラム開発などにより開発が可能である。 

 

以上より、「最先端・高性能汎用スーパーコンピュータの開発利用」におけるソフ

トウェア開発は、半導体プロセス(65nm/45nm)の選択によらず、研究開発を進めるこ

とができる。 
 
(注)：経済産業省リアルワールドコンピューティングプロジェクト(RWCP; 平成 4年度～11 年度)

の開発成果である。現在は、ＰＣクラスタコンソーシアム(会長：東京大学 石川裕助教授)

が、開発成果を継承し、開発、発展、普及を促進している。 
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６．運用について 
 

６．① 運用コストが、年間約１００億円とのことであるが、その積算根拠（電力

代含む。）を示し、どのようにして長期的に維持が可能か示されたい。 

 

○ ポイント 

電力代約22億円、保守費約46億円、運営費約13億円からなる。法整備により運営

主体に交付金を支出するとともに、課金制度の導入、運営主体独自の資金獲得を行

う。 

 

１．運用コストの内訳 

 

項 目 金額（億円） 

電力代(30.0 メガ W) 22.1      

計算機等保守費 32.0      

その他保守費 13.8      

運営費 12.6      

合計 80.5      

             （注）消費電力は２．④のシステムで算出 

 

２．運営資金の調達 

  運営を長期的に安定して行うため「特定放射光施設の共用の促進に関する法律

（共用法）」の一部を改正することにより、SPring-8 と同様の共用のしくみを導入

し、交付金により共用促進事務を行う者（運営主体）が運営する。 

また、課金制度を導入し、運営経費の外部負担を図る。ただし、学術研究等、利

用者の性格や成果の取り扱いに応じた割引や補助制度を検討する。 

さらに、ソフトウェア等のライセンス供与など、多角的な資金獲得を目指す。 

 

３．共用の促進 

  京速計算機システムを、単独の研究機関が使うのでなく、国が主体的に公平で効

率的な共用を進め、産学官の幅広い研究者に機会を与えることが共用の基本的考え

方である。運営主体は整備主体とは独立に共用促進事務を行い、整備主体といえど

も一利用者としての立場で利用することになる。 

  また、京速計算機システムは、国により整備され、運営費交付金が投入されるこ

とから、利用の性格や成果の取り扱いに応じた利用料金とすることが共用の促進の

観点から適切である。 

 

（参考） 

地球シミュレータの運用コスト（平成１７年度） 

項 目 金額（億円） 

電力代(5.0 メガ W) 5.1      

計算機等保守費 23.1      

その他保守費 14.1      

運営費 11.1      

合計 53.4      
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６．② 民間も利用できることは良いことであるが、およそどのくらいの費用が必

要となるか示されたい。また使い勝手を良くしていくことを考えているか。 

 

○ ポイント 

運営ポリシーや課金ポリシーについて、整備主体及び運営主体により検討し、外部

評価を通じ策定する。その際、地球シミュレータの例も参考にする。また、設計段階から

遠隔利用・セキュリティの確保を考慮して設計する。さらに計画当初から「スーパーコン

ピューティング技術産業応用協議会（仮称）」などのユーザーの意見を反映して使い勝

手を良くしていく。 

 

１．課金方法を決めるプロセス 

  整備主体および運営主体が課金に関して検討し、それに対し第三者による外部評

価会の意見を踏まえた上で運営主体が決定する。（文科省の認可事項） 

 

日程 整備主体・運営主体 外部評価会 文部科学省 

平成 18 年 10 月 ○運営ポリシーの検討開

始。その中で課金ポリシー

の検討開始 

○課金の前提となる経費の

算定 

  

平成 19 年 3 月 ○運営ポリシー案と課金ポ

リシー案の作成と答申を受

けての決定 

○運営ポリシーと

課金ポリシーの意

見の答申 

○運営ポリシー・課

金ポリシーの認可 

平成 19 年 4 月 ○課金方法の検討開始   

平成 19 年 9 月 ○課金方法案の作成と答申

を受けての決定 

○課金方法の意見

の答申 

○課金方法の認可 

平成 20 年 4 月 ○課金システムの作成   

平成 22 年 4 月 ○運営開始に伴う課金シス

テム稼働 

  

 

２．利用料金の考え方 

利用料金は、広範囲な利用を図るため、すべての原価を回収するのではなく、直

接的な運営費をもとに算定することを考えている。また、学術利用や、成果の取り

扱い（占有・公開など）に応じた割引や補助の制度を検討する。 

 

３．利用利便向上のための方策 

  また、利用者にとって使い勝手を良くするために、設計段階からグリッドを活用

した遠隔利用、セキュリティ確保を考えた整備を行う。 

運営を開始した後は「先端計算科学技術センター（仮称）」を中心としてソフト

ウェアの更新など利用環境の向上・効率的利用を図る。さらに、産業界のユーザー

の団体である「スーパーコンピューティング技術産業応用協議会（仮称）」におい

てユーザーの意見を集め、使い勝手の向上を図る。 
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（参考）地球シミュレータにおける利用料金設定の考え方 

   （平成 17 年 3 月 18 日 海洋研究開発機構（JAMSTEC）の資料より抜粋） 

 

１．背景及び目的 

  地球シミュレータ運用について、これまでは限定的な特定ユーザーのみを対象と

した分担金型収入を前提としてきた。しかしながら、産業界への活用促進や競争的

資金等による新たな地球シミュレータ利用者の拡大が見込まれるところ、産業界を

含め多様なユーザーの受け入れ等を進める観点から、平成 17 年度より地球シミュ

レータ利用に係る料金制度を導入する。 

 

２．料金化 

  平成 16 年度までの限定的な特定ユーザーを対象とした分担金的取り扱いから、

汎用的な料金制度へ移行し、各ユーザーに対し、使用する計算資源量（ノード・時

間）に応じて課金する。 

（地球シミュレータの平成 17 年度における計算資源量 510 万ノード・時間を予定） 

 

３．料金設定（基本料金） 

  料金制度では法人として適正な対価を設定、即ち一般に原価回収として考えられ

る年間の直接的な運用費の他、固定資産税、人件費、間接的に発生する経費等、減

価償却費も含めたフルコストを基本的な算出の根拠とする。 

ただし、地球シミュレータは、幅広い利用の促進を図る観点から、国により整備

され、また、運用にも一定規模の運営費交付金が投入されているため、一般企業の

ように一律にフルコストを課すのではなく、研究課題の性格や成果の取り扱いの差

異に応じて段階的な減額制度を取り入れた料金を設定。 

 

【地球シミュレータの利用料金】 

区分 利用形態 
ノード・時間当

たりの利用料金 

計算資源 1%当

たりの利用料金

A. 減額なし 
成果をユーザーが占有する場合等 

 
2,265 円 115,500 千円

B. ３０％減 
公的資金を得て行う重点化プロジェクト

等の場合 
1,585 円 80,850 千円

C. ５０％減 
新たなユーザー開拓のために、期間を限

定して利用促進を図る場合 
1,132 円 57,750 千円

D. ７０％減 
JAMSTEC の研究開発に密接に関連するテ

ーマで成果を JAMSTEC と共有する場合 
679 円 34,650 千円

E. その他 
JAMSTEC の研究開発の一環として実施す

ることが適当である場合 

個別判断して更に減額 

（最大で 100%の減額） 
（利用料金は消費税込） 
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７．人材育成について 
 

７．① ヒアリング時あまり説明がなかったが、研究教育拠点含め、人材育成につ

いて、具体的な内容を示されたい。 

 

○ポイント 

「先端計算科学技術センター（仮称）」を研究教育拠点として人材育成を行う。この教

育拠点は、平成１８年度新規事業により構築される「先端シミュレーション人材育成拠点」

を引き継ぎ、永続的に絶え間なく先端シミュレーション人材を輩出するものである。 

シミュレーション全般、あるいはシミュレーションから計算機システム全体までを俯瞰で

きる人材の育成により、「知の統合」による成果の波及効果・相乗効果をより一層高め、

「イノベーター日本」の実現を牽引することを目指す。 

 

 

１．研究教育拠点について 

「先端計算科学技術センター（仮称）」を研究教育拠点として人材育成を行う。「先

端計算科学技術センター（仮称）」には、国の内外から様々なシミュレーション分

野の専門家、計算機の専門家を集める。専門家は若手研究者の人材育成も合わせて

行う。 

「先端計算科学技術センター（仮称）」は、平成１８年度の新規事業「産学官連

携による先端シミュレーション人材育成拠点形成プログラム」にて構築する、シミ

ュレーション人材育成拠点を引き継ぐものであり、同センターを拠点として永続的

に絶え間なく先端シミュレーション人材を育成・輩出することを目的とする。 

 

 

２．育成を目指す人材 

シミュレーション人材の育成にあたっては、大規模科学技術計算を実際の問題に

活用できる技術を習得させるともに、個別の科学技術分野について高い専門性を有

し、かつシステムソフトウェアおよびハードウェアも含めた幅広い視野を持つリー

ダーたり得る人材の育成を目指す。具体的には、次の 3タイプの人材を育成する。 

・シミュレーションの角度から、広範な分野（特に新興・融合領域）を見通せる

人材 

・計算機のアーキテクチャ（設計）やシステムソフトウェア（ＯＳ、プログラミ

ング言語、ライブラリ）を提案できるシミュレーション技術者 

・アプリケーションソフトウェアを作成できるアーキテクト（計算機設計者）や

システムソフトウェア開発者 

 

幅広い利用分野の人材とスパコン開発者が集う「先端計算科学技術センター（仮

称）」で人材育成を行うことにより、シミュレーション全般、あるいはシミュレー

ションから計算機システム全体までを俯瞰できる人材の育成が期待できる。 
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３．人材育成の具体的内容（平成１８年度の新規事業内容） 

大学や研究機関ならびに産業界における比較的若手の研究者・技術者から受講生

を選抜する。 

受講生は、第一線で活躍する研究者から、種々の物理現象を支配する基本法則、

その数理モデル、数値解析法、並列プログラミング手法、可視化なども含めた大規

模データの処理・解析法などの講義を受ける。 

特に、対象とする物理現象に関しては、受講者の専門とする分野だけではなく量

子力学から連続体力学に至るまで、さまざまな物理現象の理解とその数値解析法の

基礎的な事項に関して習得させることを目指す。また同時に大規模数値解析に関し

て共通的な、行列演算、並列処理、可視化処理、計算機技術などに関しても習得さ

せる。 

このような知識を習得した後、受講生が抱えている実際の問題に関して、スパコ

ンを使用し、シミュレーションを実施することにより、実際に問題に対する解を得

ることまでも目指す。 

 

 

４．期待される効果 

高度なシミュレーション人材を育成することにより、基礎科学分野における大規模科学

技術計算のさらなる利用促進と産業界における大規模科学技術計算の本活的な利活用

が開始され、我が国の基礎科学分野における国際的な優位性が確立され、かつ国際的

な産業競争力の抜本的な強化に結びつく。また、各分野の連携を強化することで、「知の

統合」による成果の波及効果・相乗効果をより一層高め、「イノベーター日本」の実現を

牽引する。 
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７．② ソフトウェア人材が重要と考えられるが、どのようなソフトウェア人材を

育成し効果を出していこうと考えているか示されたい。 

 

○ポイント 

７．①の２項、４項を参照。 
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８．関連する情報、その他 
 

８．① 参考情報として、当研究開発内容と関連が深い、現在稼働中の「地球シミ

ュレータ」での成果や問題点・改善点等について、運用を含め示されたい。 

 

 

○ポイント 

  「地球シミュレータ」は、最近では大気・海洋分野、固体地球分野等での研究成果の他、

産業界への応用に関する成果も出し、その運用機関である地球シミュレータセンターで

は、課金制度の導入や遠隔利用等の実施など運用改革にも取り組んでいる。 

 

１．地球シミュレータの最新の成果 

平成１４年の運用開始当初より、地球温暖化予測など地球環境分野での成果を着 

実に蓄積すると共に、最近では、自動車衝突実験等の構造解析シミュレーションを 

実施し、産業界への応用に関する成果もあげてきている。 

 

（１）大気・海洋分野 

①「高分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化予測に関する研究」 

  「地球シミュレータ」を用い、東大気候システム研究センター、国立環境研     

究所及び海洋研究開発機構は、地球全体の大気・海洋を計算するものとしては

世界最高の解像度を持つ大気・海洋結合モデルを用いた２１００年までの地球

温暖化の見通し計算を実施。気温、降水量ともに平均的に増加すると共に、真

夏日の日数、豪雨の頻度とも温暖化が進むにつれて平均的に増加することが示

唆される結果が得られた。 

 

②「革新的大気・海洋・陸面結合非静力シミュレーションコードの開発」 

    地球シミュレータセンターでは、全球と領域を結合する新たなシミュレーシ

ョン手法を用いた革新的大気・海洋・陸面結合非静力シミュレーションコード

の開発を行い、全球で大気 5.5km、海洋 11km、日本領域で大気・海洋 2.8km の

気象シミュレーションに世界で初めて成功した。このシミュレーションコード

を用い、台風の進路予測のシミュレーションを行ったところ、台風による局所

的な海水の混合がおこり、そのことが台風の進路や大雨領域の形成に大きく影

響することが判明した。これにより、大気のみのシミュレーションによる予測

は不確実であることも明らかになっている。 

 

（２）産業利用分野 

①「車まるごとリアルタイム高精度シミュレーションの検討」 

  地球シミュレータセンターと社団法人日本自動車工業会との共同研究により、 

車体をより精緻にシミュレーションするための高精度化モデルにより、世界で

初めて車体の解像度が１，０００万メッシュの衝突シミュレーションに成功し

た。これにより、従来の解像度では再現できなかった部品の変形の再現に成功

すると共に、衝突時の加速度変化なども、より実際の衝突実験の結果に近くな

った。このことは、衝突安全性の設計のシミュレーションが実用化できるとい

う科学的根拠となった。 
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（３）海外との協力 

①「気候変動モデル開発における日英協力」 

    地球シミュレータセンターと英国ハドレー気候研究センター、英国レディン   

グ大学グローバル大気モデリングセンターとの共同研究を平成１７年１月よ

り正式に開始。大気・海洋の他、海氷・陸域の各モデルを取り入れた気候モデ

ルに加え、エアロゾルを含む化学モデルや生態系モデルを統合した高性能モデ

ルの開発を協力して実施。 

 

※日英首脳共同声明（ブレア英首相・小泉総理）：日英科学技術パートナーシッ

プにおける「未来技術に関する日英合同計画」の一環として実施。 

 

２．課金制度の導入 

 

（１）目的、解決しようとする問題点 

・産業界を含めた多様なユーザーの受け入れを進めるために、課金制度の整備

が必要。 

（２）従来（平成１６年度まで） 

・平成１６年度までは、限定的な特定ユーザーを対象とした分担金の取り扱い

研究成果については原則公開。 

（３）新規（平成１７年度から） 

・平成１７年度からは、汎用的な料金制度へ移行し、各ユーザーに対し、使用

する計算資源量（ノード・時間）に応じて課金する。 

・法人として適正な対価を設定、つまり一般に原価回収として考えられる年間

の直接的な運用経費の他、固定資産税、減価償却費なども含めたフルコスト

を基本的な算出根拠とする。 

・国により運営費交付金を投入されていることから、一般企業のように一律に

フルコストを貸すことは適当ではなく、研究課題の性格や成果の公開状況に

応じて段階的な減額制度を設けている。 

・産業界等による利用を念頭に、成果を公開しない課題についても受け入れる

体制を整備。 

（４）効果 

   ・新たな課金制度・利用制度によって、多様なユーザーの受け入れが進んでい

る。 
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３．遠隔利用 

 

（１）目的、解決しようとする問題点 

・研究環境と利便性の改善 

（２）従来（平成１６年度まで） 

・ユーザーは直接地球シミュレータセンターに来訪し、地球シミュレータシス

テムを熟知するプログラム支援者からプログラミング技術支援を受けてい

た。こうしたプログラム最適化支援の結果、地球シミュレータの効率的な運

用が可能となった。 

・回線速度の問題から大量のデータ転送を伴う遠隔地からの利用は不可能であ

った。 

（３）新規（平成１７年度から） 

・ユーザーの最適化の重要性に対する認識が行き渡ったことにより、以下の２

つの理由から、ユーザーが使用するプログラムの熟成度に応じて限定的に遠

隔利用を認めることができるようになった。  

①ある一定の条件（プログラムの効率性等）を満たしたプログラムを有する 

ユーザーについては、地球シミュレータセンターによるプログラム支援が 

無くても、効率的に地球シミュレータを利用できると考えられるため。 

②超高速回線であるスーパーＳＩＮＥＴ（１０ギガ bps）の接続によって、 

遠隔地への大量のデータ転送が可能になったため。 

（４）効果 

・平成１７年９月時点で、５９人（全ユーザー数７９９人）、３1 機関（全１

９０機関）が遠隔利用を行っている。 

 

 



 - 42 -

 

 

８．② 平成２３年までの演算資源の需要と供給について、第１回資料２－２に説

明図があるが、これは、ほぼ日本全体を示していると考えてよいか。具体的

には、どこまでをカバーした需要と供給予測で、どのような算定根拠に基づ

くものか。また、平成２３年以降の見通しも示して欲しい。 

 

○ ポイント 

スーパーコンピュータの演算資源の需要と供給のギャップは大きく、算出した予測以

上の需要があると考える。 

 

１．需要予測の方法 

（１）基準となる演算資源の供給量 

  平成１６年３月における文部科学省所管のスーパーコンピュータ（「スーパーコ

ンピュータ導入手続」におけるスーパーコンピュータの定義である１．５テラ FLOPS

以上の性能をもつもの）の供給する演算資源を基準とした。これは文部科学省所管

の機関のすべてのスーパーコンピュータの演算資源の供給量の８割強にあたる。 

（２）需要と供給の予測の範囲 

文部科学省所管の機関におけるスーパーコンピュータの需要と供給の予測を行

ったものである。（注） 

（３）供給の予測の方法 

平成１６年３月から平成１７年９月までの文部科学省所管の機関が供給する１．

５テラ FLOPS 以上のスーパーコンピュータの供給の伸びをベースとして算定した。 

（４）需要の予測の方法 

需要は、地球シミュレータにおける平成１６年３月における供給演算量の約２０

倍の要求演算量（８００テラ FLOPS）があったことを踏まえ、平成１６年３月にお

ける文部科学省所管スーパーコンピュータに対しても同様に約２０倍の２ペタ

FLOPS の要求演算量があると推定し、需要の伸びはムーアの法則（１．５年で２倍）

に従うものとして推定した。 
（注）平成１７年６月のトップ 500 リストに掲載された文部科学省所管以外の機関が所持するスーパーコンピュ

ータの総供給演算量は５３テラ FLOPS であることから、文部科学省の所管機関の所有するスーパーコンピュ

ータは日本全体の約７割の演算量を供給している。 

 

２．需要予測結果 

  １．の方法に基づき需要予測を行った（次頁の図）。このトレンドから 

・平成２２年３月に３２ペタ FLOPS 

  ・平成２５年３月に１２８ペタ FLOPS 

の計算需要が予測される。 

 

３．将来のアプリケーションから見た需要予測 

 上記の推定は現在のアプリケーションを前提としているが、計算科学技術ワーキ

ンググループで将来のスーパーコンピュータに見込まれるアプリケーションとそ

れが必要とする計算能力の検討を行っており、非常に多くの計算機資源が必要であ

るとの予測がなされている。 

  例えば、人間丸ごとシミュレーションのためには５．６ペタ FLOPS、熱流動直接

解析シミュレーションでは１０．５ペタ FLOPS、創薬のための近似模擬実験のため

には２０ペタ FLOPS の性能が必要であると予測されており、これらのグランドチャ

レンジとなるアプリケーションによる成果を得るために必要な演算資源を考える

と、上記の推定をさらに上回る需要が見込まれる。 
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文部科学省の所管法人等の主要なスーパーコンピュータ（1.5 テラ FLOPS 以上） 

の供給する演算資源 

 

（演算性能の単位：ギガ FLOPS） 

機関名 機種名 
対象シス

テム数 

H17 年９月の 

総演算資源 

H16 年３月の

総演算資源 

北海道大学 SR-8000(*) 0 256 256

東北大学 SX-7/232 1 2,048 2,048

筑波大学 CP-PACS(*) 等 0 1,756 1,756

東京大学 SR11000 等 4 22,719 4,857

東京工業大学 Presto III 1 1,640 1,640

名古屋大学 PRIMEPOWER HPC2500 等 2 13,843 614

京都大学 PRIMEPOEWR HPC2500 等 2 9,285 9,285

大阪大学 SX-5/128M8(*) 0 1,280 1,280

九州大学 VPP5000(*) 等 1 3,283 614

北陸先端科学技術大

学院大学 
CRAY XT3E 1 1,728 150

分子科学研究所 SR11000 等 2 10,446 10,446

国立情報学研究所 PRIMERGY RX200 1 1,567 1,567

日本原子力研究機構 Altix3900 等 3 16,999 5,514

物質・材料研究機構 SR11000 1 6,700 6,700

理化学研究所 RSCC 1 12,800 12,800

宇宙航空研究開発機

構 
PRIMEPOWER HPC2500 1 9,300 9,300

海洋研究開発機構 地球シミュレータ 1 40,960 40,960

 合計 22 153,318 106,495
(*:合算対象外) 

 
 

スパコン演算資源の需要と供給 
演算資源総量 
理論性能 
（ＦＬＯＰＳ） 

１エクサ 

１ペタ 

１００テラ 

H16.3 H25.3H22.3H17.9 H28.3 

１０６テラ 
FLOPS 

１５３テラ
FLOPS 

ムーアの法則と同等の増加率から推定した文部科学

省所管機関のスパコンの演算資源の総需要量 

１０ペタ 

１００ペタ 

文部科学省所管主要スパコン 
(1.5テラFLOPS以上)による供給実績 
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８．③ スパコントップ５００等でトップを取れるものを作るだけでなく、日本全

体の計算機環境を世界トップにするという視点での、一種のベンチマークを

示して欲しい。 

 

○ ポイント 

トップ500の上位の計算機の演算資源量を国内総生産(GDP)比で比較する。平成１７

年にはGDP比換算で米国の４割の演算資源量にとどまっており、米国と同等水準の達

成がベンチマークとなる。ただし、性能比較でLinpackとは別の指標を用いることも検討

する。なお、日本全体の計算機環境の向上のためには大学・公的研究機関の計算機

の増強を継続的に行っていく必要がある。 

 

１．指標の考え方 

  スーパーコンピュータは、科学技術研究だけでなく、企業における開発、金融に

おいても広く用いられることをかんがみ、GDPあたりのスーパーコンピュータ演算

資源量が、その国の計算環境の現実に最も即している評価指標と考えられる。スー

パーコンピュータは、トップ500の100位以内*という定義が比較に適していると判

断できる。 
 (注)日本国内では、企業における開発、金融、非研究政府機関で用いられているスーパーコン 

ピュータでも、下位のものはトップ500に登録されておらず、本来のスーパーコンピュータ 

という意義は、100位以内にあると考えられる。 

 

２．指標による日米比較 

  この考えをもとに日米の演算資源量比較を示した図を次ページに示す。平成７年

前後の日本のスーパーコンピュータ環境は米国とほぼ拮抗していたが、地球シミュ

レータ登場以降、米国との差は開いており、平成１７年では GDP 比を考慮しても米

国の４割の演算資源量にとどまっている。 

  平成１５年から平成１７年の日米の演算資源量の平均増加率から推定すると平

成２２年には米国が約 33 ペタ FLOPS に達するのに対して日本は GDP 比を考慮して

も 4.5 ペタ FLOPS にとどまり、日米の差は決定的なものとなる。 

 

３．指標の改善 

トップ500の指標となっているLinpackが実アプリケーションにおける性能を示

すものには必ずしもなっていないという問題があり、より多角的で現実的なベンチ

マークを積極的に導入すべきという考え方がある。現状では HPC Challenge ベンチ

マーク（http://icl.cs.utk.edu/hpcc/）が有力である。ただし、評価が煩雑であ

ることや、多角的評価ゆえ優劣がわかりにくい点などがあり、何らかの工夫が必要

である。これに加え、我が国独自の指標として、例えば基礎物理学の重要問題で定

式化が容易なもの等を加えることも検討する。そして、これをサポートする体制や

世界標準として普及させる努力が必要である。 

 

４．大学・研究機関のＮＩＳ増強の継続的な実施 

 日本が米国と同水準の計算機環境を達成するためには、ＮＬＳの整備だけではな

く、大学・公的研究機関におけるＮＩＳの増強を継続的に行っていく必要がある。 
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日米のＧＤＰ当たりのスパコン演算資源量比較

0.1

1

10

100

1000

10000

100000

1000000

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 年度

演
算
資
源
量

（
テ
ラ
Ｆ
Ｌ
Ｏ
Ｐ
Ｓ

）

日本性能
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グラフ上の数字は米国を１としたときの
日本のスパコン演算資源量

0.05

0.13

0.40

0.93 0.91

1.65
1.06

0.58

0.59
0.63

0.59

1.91 1.03

0.68

0.42

（米国予想）

数値風洞
稼働

CP-PACS
稼働

地球シミュレータ
稼働

京速計算機
稼働

目標

0.42

（日本目標）

（日本予想：単純推定）

 
 

米国を１とした場合の日本のスパコン計算資源量
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地球シミュレータ
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京速計算機
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（日本予想：単純推定）

（日本目標）

 
（注）・演算資源量はトップ 500 のうちの 100 位以内の Linpack 性能の合計値（年２

回発表されるうちの６月発表分の合計）。 

・ＧＤＰの比は日米両国の名目ＧＤＰを平成５年から平成１６年までの平均為

替レート（114.76 円/ドル）換算による比である。 

・日本の演算資源量は米国とのＧＤＰ比で補正を行った値。 

・平成５年、平成６年、平成１７年のＧＤＰ比は推定値。 

・平成２２年度は平成１５年から平成１７年の日米それぞれの平均計算資源量 

向上率で推定。 
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８．④ 第１回資料２－１ ｐ．２７の構成図で CPU 数に誤記があるとのことであ

ったが、他にないかも確認の上、正しい値を示されたい。 

 

○ポイント 

電力容量を含め再度精査を行ったうえ、正しい値を記入した。 

 

京速計算機システムの構成（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、コンティンジェンシー・プランについても、別添の通り合わせて見直しを行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

異機種間接続

超高速インタ－

コネクション

特定処理計算加速部特定処理計算加速部

逐次処理計算機部逐次処理計算機部大規模処理計算機部大規模処理計算機部

理論性能 20ペタFLOPS

主記憶容量 6テラByte

総ＣＰＵ数 20,000

総ノード数 400

消費電力 7メガW

理論性能 1ペタFLOPS

主記憶容量 0.25ペタByte

総ＣＰＵ数 32,768

総ノード数 1,024

同機種間接続超高速

インターコネクション転送性能 80ギガByte/s

消費電力 2.5メガW

理論性能 0.5ペタFLOPS

主記憶容量 0.13ペタByte

総ＣＰＵ数 4,096

総ノード数 512

同機種間接続超高速

インターコネクション転送性能 160ギガByte/s

消費電力 5.6メガW

逐次処理計算機

10ＣＰＵ/ボード

1テラFLOPS/ＣＰＵ

異機種間接続超高速

インターコネクション転送性能 80ギガByte/s

消費電力 0.8メガW

5ボード

特定処理計算加速機１ノード あたりのＣＰＵ は
50台で、理論性能は 50テラFLOPS

【特定処理計算加速機１ノードの構成】

フィルシステム等

ホームディスク 7.5ペタByte

テープ 75ペタByte

その他周辺機器

消費電力 3.7メガW
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別添資料 

コンティンジェンシー・プランについて（案） 

 

１．京速計算機システムの開発におけるリスク管理フロー 

 

京速計算機システムでは、ITRS の半導体ロードマップによれば、45nm LSI の利用

可能な時期が平成 22 年であることから、大規模処理計算機、逐次処理計算機につい

て、45nm LSI の利用を考えている。 

しかし、最先端の LSI 技術を使う場合、歩留まり、性能不足などのリスクがある。

したがって、以下のフローで、45nm LSI の利用の可否を評価し、適切にリスク管理を

行う必要がある。 

 

日程① 
原案 

平成 20 年 7 月 

日程②
副案 

日程⑤ 

遅れなし 1年遅れ 2年遅れ 

日程③ 

遅れなし 1年遅れ 1年遅れ

遅れなし 1年遅れ 
1年遅れ

日程④ 日程⑥ 

65nm を使用したシステムを
平成21年度始めに製作発注

遅れなし 

平成 21 年 7 月 

第三者評価

第三者評価

65nm を使用したシステムを
平成 22 年度中に製作発注 

45nm を使用したシステムを
平成 22 年度末に製作発注 

45nm を使用したシステムを 
平成 21 年度末に製作発注 

第三者評価

平成 22 年 7 月 第三者評価 

注）65nm を使用する場合は、開発は行わず調達となる。 

平成 19 年 7 月 
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２．京速計算機システムの開発における不確実性評価 

 

(1) 評価項目の分類 

京速計算機システムの開発プロジェクトの各開発項目を不確実性に基づき、以下の

ように分類する。 

①運用部分：開発成果の実用化が確実な項目 

②選択部分：LSI 技術の状況により半導体プロセスの選択が必要な項目（実用化が確

実なものを選択） 

③リスク部分：②の選択の結果次第で、投資の回収が困難となる可能性のある項目 

 

 上記、評価項目に従って、京速計算機システム開発の各項目別に見た不確実性の検

討結果は次表のとおり。 
 
分類 項目 理由 不確実

性 
システムソフトウェア 
（グリッドミドルウェア設計・製作、

評価） 

グリッドミドルウェアは、サイバー

サイエンスインフラストラクチャを

実現するための中核機能であ

り、開発成果の実用化が確実 

無 

システムソフトウェア 
（異機種統合ソフトウェア設計・製

作、評価） 
無 

グランドチャレンジアプリケーショ

ン 

利用可能であり、開発成果の実

用化が確実 

無 

特定処理計算加速部 無 
異機種間接続超高速インターコ

ネクション 

開発成果の実用化が確実 

無 

ファイルシステム等 無 

運用 
部分 

立地調査、建屋建設、付帯設備

整備 

実用化が確実 

無 

大規模処理計算機部（製作、シ

ステム強化） 無 選択 
部分 

逐次処理計算機部 （製作、シス

テム強化） 

65nm/45nm のいずれかの選択

が必要 

無 

大規模処理計算機部・逐次処理

計算機部（設計） 有 リスク 
部分 

大規模処理計算機部・逐次処理

計算機部（要素技術設計・評価） 

65nm を選択した場合、投資を回

収できない可能性あり(注 1) 

- 設計：日程⑤、⑥ 

- 要素技術設計・評価：日程⑥ 
有 

（注 1） 本プロジェクト以降（平成 25年度以降）のスパコン開発に活かせる可能性もある 
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 (2) 各日程での総費用、損失額等 

(1)の分類を踏まえ、各日程で必要となる総費用、損失額、運用開始年度を以下にまとめた。 
 使用半導体 

プロセス 
総費用 (うち追加額) (うち損失額) 運用開始年度 

日程① 1,154億円 0円 0 円 平成 22 年度末

日程② 
日程③ 
日程④ 

45nm 
1,162億円 8億円 0 円 平成 23 年度末

日程⑤ 
(注 2) 935 億円 

44 億円 

(-263 億円) 
8 億円 平成 22 年度末

日程⑥ 
65nm 

(注 3) 933 億円 
49 億円 

(-270 億円) 
65 億円 平成 23 年度末

（注 2） 調達により、設計費の一部、実装技術設計・評価費が不要となる。また、製作費
（システム強化を含む）も削減される。(263億円) 

（注 3） 調達により、実装技術設計・評価費の一部が不要となる。また、製作費（システム
強化を含む）も削減される。(270億円) 

 
  - 遅くとも平成 23 年度末には、運用開始。 
  - 65nm半導体を使用した場合、損失額は発生するが総費用は 45nm を使用した場合よ

り低い。 
 
(3)想定されるシステムスペック（イメージ） 

計算機部 項目 45nm  65nm  

理論性能 0.5 ペタ FLOPS 0.25 ペタ FLOPS(注 4)大規模処理計算機

メモリ容量 0.13 ペタ Byte 

理論性能 1 ペタ FLOPS 0.5 ペタ FLOPS(注 4) 逐次処理計算機 
メモリ容量 0.25 ペタ Byte 

理論性能 20 ペタ FLOPS 特定処理計算加速

機 メモリ容量 6 テラ Byte 

システム全体 理論性能 21.5 ペタ FLOPS 20.75 ペタ FLOPS 

(注 4) 調達するシステムの規模については、45nm を使用したシステムの運転コストと同額
程度とした。 
 

- 45nm と比較して、65nm 半導体を使用した場合、大規模処理計算機・逐次処理計算機
の理論性能は半分程度になる見込み。 

- 特定処理加速機を含めたシステム全体の性能では、65nm と 45nm での理論演算性能
の差は 5%以下。 

 
（参考）使用予定半導体プロセス 

計算機部 項目 使用半導体プロセス  
CPU 45nm 大規模処理計算機 
メモリ 製造年時点での汎用品のプロセス 

CPU 45nm 逐次処理計算機 
メモリ 製造年時点での汎用品のプロセス 

特定処理計算加速機 65nm 

異機種間超高速ｲﾝﾀｰｺﾈｸｼｮﾝ 65nm 
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３．結論 

 (1) LSI の選択(45nm/65nm)に関わらず、平成 23 年度末までに京速計算機システム

の運用開始が可能。 

 (2) 45nm LSI 技術に 1 年の遅れが生じた場合、総費用は 1162 億円(当初計画より 8

億円増（0.7%）)の見込み。 

(3)システムの全体性能は 65mn LSI 技術の場合、5%低下する。ただし、大規模処理

計算機、逐次処理計算機の理論性能が 2分の 1となるため、当初期待された成果

が得られないアプリケーションが出てくる可能性がある。 
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3

2
3
2

1
9
0

2
4
6

1
9
7

4
3

1
,1
6
2

注
）縦
線
の
項
目
は
、
状
況
に
よ
っ
て
は
実
施
し
な
い
可
能
性
あ
り
。

追
加
額

8

日
程
⑤
　
6
5
n
m
　
平
成
2
2
年
度
末
運
用
開
始

再
設
計

製
作

6
5
nm 再
設
計

製
作

6
5
nm

費
用
小
計

5
2
3

2
4

1
1
7

7
5

2
4
4

費
用
総
計

4
1

8
1

1
3
0

3
4
2

2
2
7

9
7

1
7

0
9
3
5

追
加
額

4
4

損
失
額

8

日
程
⑥
　
6
5
n
m
　
平
成
2
3
年
度
末
運
用
開
始

 

費
用
小
計

7
9

7
7

9
9

4
8

実
装
技
術
設
計
・評
価

製
作

6
5n
m

実
装
技
術
設
計
・評
価

製
作

6
5n
m

費
用
小
計

5
1
2

3
9

3
1

7
2

7
8

2
3
7

費
用
総
計

4
1

7
0

1
4
3

2
5
4

2
2
4

1
8
4

1
7

0
9
3
3

追
加
額

4
9

注
）縦
線
の
項
目
は
、
状
況
に
よ
っ
て
は
実
施
し
な
い
可
能
性
あ
り
。

損
失
額

6
5

グ
ラ
ン
ド
チ
ャ
レ
ン
ジ
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン

次
世
代
ナ
ノ
統
合
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
設
計
・
製
作

次
世
代
ナ
ノ
統
合
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
評
価

シ
ス
テ
ム
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

異
機
種
統
合
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
設
計
・
製
作

異
機
種
統
合
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
評
価

ハ ｜ ド ウ ェ ア ハ ｜ ド ウ ェ アソ フ ト ウ ェ ア ソ フ ト ウ ェ ア

逐
次
処
理
計
算
機
部

大
規
模
処
理
計
算
機
部

ハ ｜ ド ウ ェ ア

シ
ス
テ
ム
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

異
機
種
統
合
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
設
計
・
製
作

異
機
種
統
合
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
評
価

グ
ラ
ン
ド
チ
ャ
レ
ン
ジ
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン

次
世
代
ナ
ノ
統
合
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
設
計
・
製
作

次
世
代
ナ
ノ
統
合
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
評
価

実
装
技
術
設
計
・評
価

実
装
技
術
設
計
・
評
価

製
作

製
作

平
成
１
７
年
度

平
成
１
８
年
度

平
成
１
９
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
４
年
度

平
成
２
５
年
度

再
設
計

逐
次
処
理
計
算
機
部

設
計

平
成
１
７
年
度

平
成
１
８
年
度

平
成
１
９
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
１
７
年
度

平
成
１
８
年
度

平
成
１
９
年
度

平
成
２
４
年
度

平
成
２
５
年
度

平
成
２
０
年
度

設
計

シ
ス
テ
ム
強
化シ
ス
テ
ム
強
化

設
計

平
成
２
５
年
度

平
成
２
１
年
度

平
成
２
２
年
度

平
成
２
４
年
度

平
成
２
１
年
度

平
成
２
２
年
度

平
成
２
３
年
度

平
成
２
３
年
度

平
成
２
１
年
度

平
成
２
２
年
度

平
成
２
３
年
度

再
設
計

大
規
模
処
理
計
算
機
部

設
計

大
規
模
処
理
計
算
機
部

逐
次
処
理
計
算
機
部

設
計

設
計

（
1
年
間
中
断
）

（
1
年
間
中
断
）

ロ
ス

ロ
ス



 - 54 -

 

 

 ８．参考説明 全体計画を２段階（フィージビリティスタディ段階と開発段階）に

分割することによる非効率性について 

 

 

○ポイント 

フィージビリティスタディ（F/S）では開発が実施できないため、優秀な人材を集めた開

発体制・共用体制の構築が困難となり、開発仕様の決定や設備投資も不可能である。そ

の結果、開発の効率を著しく阻害し、プロジェクトの遅延を招き、品質の低下、費用の極

大化を引き起こす。 

 F/S: プロジェクトの実現可能性を事前に調査・検討すること。実行可能性調査。 

 

１．ソフトウェア開発上の非効率性 

 

①ソフトウェア開発の特性に起因する非効率性 

  ソフトウェア開発において、F/S では、専門技術者を集めることが不可能であり、

したがって、開発仕様の決定ができない。開発段階で初めて専門技術者を集めて詳

細な仕様策定を行うことにより、膨大な開発量が見込まれるソフトウェアの開発日

程は著しく遅延する。ソフトウェアの内容を熟知した研究者・技術者がプロジェク

ト開始当初から開発を行うことがソフトウェアの高効率な開発と高品質を確保す

るために必要である。 

 

②グランドチャレンジアプリケーション開発の特性に起因する非効率性 

  スパコンで用いられるグランドチャレンジアプリケーションは、物理現象を記述

した基礎方程式を数値的に解くなど、物理現象の専門家、計算アルゴリズムの専門

家、計算機を熟知し計算機の性能をフルに引き出す専門家等の協力によって作成さ

れる。 

  単なるアプリケーションの動作確認だけではなく、物理的な妥当性などの検証が

必要となるため、固定されたメンバーが比較的長期（少なくとも３年以上）にわた

り従事しなければならない。（短期間に大勢の人間を集中的に配置するような開発

形態をとることはできない。） 

  つまり、計算機システムの稼働にあわせてアプリケーションが稼働するためには、

計算機システムの開発と同時ないし先行してアプリケーションの開発が開始され、

かつ継続的に実施されるべきである。F/S の期間は、そのまま計算機システム開発

の遅れとなり、これはアプリケーション開発の遅れにもなる。 

 

２．研究課題の追加的な盛り込みが相次ぐことによる非効率性 

 

①課題発見の遅れによる非効率性 

 F/S を実施している間でも、個々の要素技術が日進月歩で進捗するため、必ずし

も技術的な見通しが良くなるとは限らない。特に、システムとして構築した場合に

起こる要素技術間の接続等の問題を発見することが困難である。従って、システム

構築を早期に立ち上げることで、早期の課題の発見が可能となり、プロジェクトの

遅延の影響を少なくすることができる。 

 

②課題の追加的な盛り込みによる非効率性 

 F/S 段階で新たに研究課題が発見された場合、新たな研究課題の追加的な盛り込

みの形で F/S の期間が延長され、本プロジェクトの立ち上がりの遅延につながる。 
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また、半導体技術に影響が出るような研究開発課題が追加の研究開発課題が生じた

場合に、半導体設備への再投資は不可能である。 

 

３．開発体制の構築や共用制度を構築する上での非効率性 

 

①開発体制の構築における非効率性 

開発体制の構築は優秀な人材の確保が最重要である。プロジェクトを効率よく実

行するためには、プロジェクト期間中に優秀な人材をプロジェクトに専念させるこ

とが必要である。 

プロジェクトの見通しが立たない状況では、人材をプロジェクトに貼り付けるこ

とができない。また、年度途中から人材を追加投入しようにも、実施機関内での異

動、外部からの採用のタイミングを逃すと結局年度明けを待たなければならなくな

る。さらに、これらの新しい人材は、すぐにはプロジェクトの全体を理解した上で

能力をフルに発揮することは難しいため、助走期間やOJT等が必要となる。つまり、

このためにプロジェクトメンバーのマンパワーが削がれることになり、プロジェク

トの遅延や品質の悪化につながってしまう。 

さらに 2007 年問題により、現時点では教育できる立場にある人材が確保できる

が、時間の経過に伴い人材が離散してしまうことにより、人材のレベルが低下して、

遅延や品質低下がさらに拡大してしまう。 

 

②投資の先送りによる非効率性 

個別の技術テーマで見ると、汎用ハイエンドプロセッサ開発は継続性が最重要で

あり、近年は大規模投資がないため、技術が立ち遅れかねない状況となっており、

ここ 2～3 年が勝負である。さらに、低電力設計や、高信頼技術(超並列化)、超高

密度実装技術等への投資が先送りされると、技術革新のスピードについてゆけず、

競争から脱落してしまう危険性がある。 

  

③共用制度を構築する上での非効率性 

  F/S を行っている段階では、研究開発インフラが実際に整備されるかどうかは確

定していないため、インフラ整備を見越した共用主体を立ち上げることは不可能で

ある。 

  共用主体は運用開始からの活動のみならず、共用を見据えた設計段階からの参画

が不可欠である。仮にF/Sの実施後、年限を短縮してインフラ整備がなされた場合、

技術・制度上の選択肢は限定されることにより、共用を考慮した施設として十分に

機能しなくなるおそれがある。さらに、準備期間の短縮により、安定した共用とな

るまでに要する時間が延び、施設の効果が十分に発揮されるまでの時期が遅くなる。 
 
④運用の遅れによる非効率性 

  京速計算機の運用開始が遅れることにより、グランドチャレンジとなるアプリケ

ーションの実行によって得られる成果の産業界への波及が遅れるともにタイムト

ゥソリューションの短縮効果の波及も遅れてしまう。仮に同じ投資を行ったとして

も、遅延が長引くほど、京速計算機への投資効果は急激に低減してしまう。 

 

 


